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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を 第１ 業務運営の効率化に関する目標を 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
達成するためとるべき措置 達成するためとるべき措置 １ 効率的な業務運営体制の確立

１ 効率的な業務運営体制の確立 １ 効率的な業務運営体制の確立 １ 効率的な業務運営体制の確立
「独立行政法人整理合理化計画」 独立行政法人整理合理化計画（平

（平成１９年１２月２４日行政改革 成１９年１２月２４日行政改革推進
推進本部決定。以下、「整理合理化 本部決定。以下、「整理合理化計画」
計画」という。）等に基づき、業務 という。）等に基づき、業務の質の確
の質の確保を図りつつ、独立行政法 保を図りつつ、独立行政法人に求め
人に求められている業務運営の効率 られている運営の効率性・自律性を
性・自律性を高める取組を一層進め 高める取組を一層進めるため、次の
るため、次の目標を達成すること。 措置を講ずる。

（１）効率的な業務運営体制の確立 （１）効率的な業務運営体制の確立 （１）効率的な業務運営体制の確立 （１）効率的な業務運営体制の確立
提供するサービスの質を確保し ① 組織体制 ① 組織体制 ① 効率的な組織体制等

つつ、効率的かつ柔軟な組織編成 重度かつ高齢の知的障害者に対 ア 組織・実施体制の見直し
を行うとともに、施設利用者の減 し、自立のための支援を先導的、 ア 業務運営の一層の効率化や、 ○ 第二期中期目標期間の重要課題である自立支援、地域支援及び調査・研究に的確に対応
少等に応じた適正な人員の配置を 総合的に行うため、柔軟に組織再 自立支援の取組に関する新たな するため、専門的な知見をもって業務指導を行う「参事」職を平成２０年４月から新設し
行い、職員の採用に当たっては資 編を実施し、効率的かつ効果的な 課題等に対応するため組織体制 た。なお、参事は非常勤とし、各分野の外部の専門家３名を招へいし、その任に充てた。
質の高い人材をより広く求めるこ 業務運営に努める。 の見直しを行う。
とができるよう工夫すること。 なお、「簡素で効率的な政府を実 ○ 内部統制・ガバナンス強化への取組を進めるため、平成２０年４月から法人事務局に担

また、「簡素で効率的な政府を 現するための行政改革の推進に関 当部署として「調査役（監査担当）」を新設した。
実現するための行政改革の推進に する法律」（平成１８年法律第４７
関する法律」（平成１８年法律第 号）等を踏まえ、常勤職員数につ ○ 平成２０年度から、福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援
４７号）等に基づく人員の削減、 いて、平成２４年度末 までに期首 事業（罪を犯した知的障害者への支援事業）を実施することとし、平成２０年４月から担
「経済財政運営と構造改革に関す （２０年度当初）に比較して２０ 当部署として地域支援部に「社会生活支援センター準備室」を新設した。
る基本方針２００６」（平成１８ ％を削減する。
年７月７日閣議決定）、「整理合理 ○ 平成２０年１０月から就労移行支援を実施するため、活動支援部に就労移行係を新設し
化計画」等を踏まえた給与体系及 た。また、２１年１月には、施設利用者の高齢化や障害の状況等に合わせて活動内容を選
び給与水準の見直しを行うなど、 択できるよう、活動支援部の組織・班編成、活動内容を見直すとともに、日中活動の拠点
人件費改革に引き続き取り組むこ として活動支援棟のサテライト(分場）を設置した。
と。
さらに、給与水準について検証 ○ 生活寮について、施設利用者及び職員の減少等を踏まえ、職員の相互交流と柔軟な職員

し、これを維持する合理的理由が 配置、指揮命令系統の簡素化に向けた検証を行うこととし、平成２１年１月から複数寮を
ない場合には給与水準の適正化に １人の寮長が統括する試行的な取組を開始した。
取り組むとともに、その検証結果
や取組状況を公表し、十分に国民 イ 常勤職員数について、期首（平 イ 常勤職員数の削減
の理解が得られるものとするこ 成２０年度当初）に対する期末 ○ 常勤職員数について、平成２０年度期首に対して△１９人の削減を行った。
と。 （平成２４年度末）の割合が８ ・２０年度期首２７５人 → 期末２５６人（△１９人）

０％となるよう、平成２０年度
においても計画的に削減を行う。

② 人件費改革と給与水準の適正化 ② 人件費改革への着実な取組 ② 人件費改革への着実な取組
ア 「経済財政運営と構造改革に ア 平成２０年度及び２１年度の ア 給与水準の適正化に向けた取組と人件費総額の縮減
関する基本方針２００６」（平成 ２か年計画により、国家公務員 ○ 平成２０年度において常勤職員及び非常勤職員に係る給与等制度の適正化に向けた検討
１８年７月７日閣議決定）や「整 の給与構造改革を踏まえた給与 を行い、国家公務員の給与構造改革を踏まえた新しい給与制度に２１年４月から見直すこ
理合理化計画」等に基づき、国 体系の見直しを行う。 ととしており、計画より１年早く施行に至るなど、積極的に取り組んだ。
家公務員の給与構造改革を踏ま なお、見直しに当たっては、職員の理解が不可欠であることから、合わせて９回の説明
えた給与体系の見直しを行う等、 会を実施し、内容の理解と協力を求めた。
引き続き人件費改革に取り組む。 ・給与等の改正案に関する職員説明会 １１月～１２月 ７回開催
なお、給与の水準については、 ・非常勤職員に対する説明会 ２１年２月 ２回開催

国立のぞみの園の業務内容と国
からの財政支出の状況、同種の ○ なお、平成２０年度の職員の給与に係るラスパイレス指数は、次のようになっている。
民間施設等の状況などを踏まえ、 ・対国家公務員 ９８．１
給与水準の適正化に取り組むと ・対他の独立行政法人 ９２．３ （※事務・技術職）
ともに、その検証結果や取組状
況を公表し、十分に国民の理解 ○ 人件費総額について、常勤職員数等を削減することにより、平成１９年度と比較して約
が得られるものとする。 １億円を超える縮減（△4.7%）を図った。

・１９年度２，４５０百万円 → ２，３３５百万円（△１１５百万円）
イ 法人の業務実績や職員の能力、
勤務成績を適切に評価し、その イ 人事評価制度について、人事 イ 人事評価制度の検討
結果等を役員報酬や職員給与に 評価の結果等を職員給与に適切 ○ 人事評価について、規程等に基づき実施するとともに、その結果等の活用を図るための
反映させる。 に反映させる観点から、これま 検討を具体的に進める観点から、平成２０年度において１９年度の実施状況等を検証した
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

での実施状況等を検証し、人事 ほか、国家公務員が２０年度で実施した人事評価のリハーサル試行の状況を把握した。
評価制度の適正な運用を図る。

③ 人事配置 ③ 人事配置 ③ 人事配置
職員の能力と勤務成績を適切か ア 人事評価の結果等を活用し、 ○ 人事評価制度の平成１９年度の実施状況等を検証し、職員の意識と能力の把握に努め、人

つ厳正に評価した適材適所の人 ①職員の意識高揚と能力開 事配置や処遇等の検討の参考とした。
事配置を行うとともに、外部の 発、②適材適所の人事配置、
関係機関との人事交流等を実施 ②公正な処遇等に努める
する。

イ 行動障害等への対応や調査・ ○ 全国の障害者関係施設や大学等に所属する者のうち、自閉症及び行動障害等への支援や行
研究等の業務を充実させるため、 動援護、並びに調査・研究の質の向上に対し、それぞれ高い知見と経験を有する者の３名を
実績と知見を有する者などの人 平成２０年４月から招へいし、「参事」（非常勤）としてその任に充てた。
事交流等を平成２０年度に実施
する。

ウ 施設利用者の減少等に応じた ○ 施設利用者の減少や定年退職の状況等に応じ、適正な人員配置を行った。
適正な人員の配置を行う。

評価の視点等 【評価項目１ 効率的な業務運営体制の確立】 自己評価 Ａ 評 定 Ａ

第２期中期目標の新たな課題等に的確かつ効率的に対応するため、組織・実 （委員会としての評定理由）
施体制の整備に努めたほか、計画的に常勤職員数を削減すること等により、人 ①業務運営体制の整備について
件費総額を平成１９年度と比較して約１億円削減した。このうち、常勤職員数 第１期中期目標期間からの継続課題への対応強化や、第２期
については、２０年度当初の数に対して 終年度末で２０％を削減（△５２人） 中期目標における新たな課題に的確に対応するため、自立支援、
する目標に対して、初年度の２０年度で約４割となる１９人を削減するなど、 地域支援及び調査・研究に関する業務指導を行う「参事」職を
大きく目標達成に向けて進展するとともに、給与水準の適正化に向けて、当初 新設する等、初年度として、目標達成に向けた組織的な体制を
計画で２年計画とした給与制度の見直しについて、計画を上回り１年間で達成 整備したものと認められる。
するなど、積極的に人件費改革に取り組み、計画以上の成果を上げた。 ②人件費改革への取組について

常勤職員数について、平成２０年度期首に対して期末で１９
［数値目標］ 名を削減し、総額で１億円を超える人件費（退職手当を除く）

・「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１ ・ 平成２０年度末の常勤職員数は、現員２５６人であり、２０年度当初との の縮減を行った。この結果、人事に関する計画を大きく上回る
８年法律第４７号）等を踏まえ、常勤職員数について、平成２４年度末までに 比較で１９人を削減（△６．９％）した。 実績を上げるとともに、数値目標として掲げる「平成２０年度
期首（２０年度当初）に比較して２０％を削減する。 （業務実績「①効率的な組織体制等」Ｐ１参照） 期首に対し、平成２４年度末で２０％以上を削減（５２名以上

の削減）」の約４割を初年度で行ったこととなり、第２期中期
目標の達成に向けて大きく進展したことが認められる。さらに、

・常勤職員数について、期首（平成２０年度当初）に対する期末（平成２４年度 ・ 平成２０年度末の常勤職員数は、現員２５６人であり、２０年度当初との 給与水準の適正化に対しても、職員の給与等について、国家公
末）の割合が８０％となるよう、平成２０年度においても計画的に削減を行う。 比較で１９人を削減（△６．９％）した。 務員の給与構造改革を踏まえた見直しを行うことにより対応す

（業務実績「①効率的な組織体制等」Ｐ１参照） ることとし、職員に対して繰り返し説明会を開催し理解と協力
を得た結果、当初の２か年計画から１年早く平成２１年４月か
らの実施とするなど、人件費改革に意欲的に取組み、計画以上

［評価の視点］ の成果を上げたことを評価する。
・ 的確に業務運営を進める観点から、効率的かつ柔軟な組織編成や、適正な人 実績：○
員の配置を行っているか。 ・ 新しい課題である福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害

者（罪を犯した知的障害者）への対応や、内部統制の向上、ガバナンス強化 （各委員の評定理由）
を担当する部署・職制を設けた。なお、「福祉の支援を必要とする矯正施設等 ・ 中期目標が立てにくく、法人のガバナンスや運営の見通し、
を退所した知的障害者への支援」を担当する「社会生活支援センター準備室」 職員のかかわり方が育ちにくいのではないか。
については、支援部門職員を中心に対応することとした。 ・ 努力されている事は理解できる。ただし、内部統制の向上に

（業務実績「①効率的な組織体制等」Ｐ１参照） 調査役が必要だったのか。現体制でも出来るのではないか。ま
た、１９人の常勤職員の削減は、利用者支援の質の低下につな
がらないのか。

・ 人員の計画的な削減や給与体系の見直し、給与水準の適正化を行うなど、人 実績：○ ・ 給与水準について、これ以上下げていくのはいかがなものか。
件費改革に取り組んでいるか。 （政・独委評価の視点事項と同様） ・ 人件費総額の削減に向けて、平成２０年度においても次のように計画を上 業務内容が専門的かつ困難業務であるため職員のモチベーショ

回る取組を行い、人件費総額を１９年度と比較して約１１５百万円削減した。 ン維持・サービス低下を防ぐため慎重にした方が良い。
第２期中期目標の達成に向けて積極的に人件費改革に取り組んでおり、第２ ・ 職員の削減などを順当に行っている。また、能力のある人を
期中期目標期間の初年度として、順調な滑り出しとなった。 招聘し成功。
①常勤職員数について、現員を２５６人とし、１９人を削減。 ・ 社会生活支援センター準備室の設置を通し、組織再編強化。
②給与制度の見直しについて、２０年度、２１年度の２年計画を１年前倒 監査担当を設置するなど業務運営体制確立に向け努力。常勤職
しし、２１年度から施行。 員１９名減とサービスの質との関係が不明瞭。

（業務実績「②人件費改革への着実な取組」Ｐ１参照） ・ 人事という取組に長期を要するものを前倒しで実施し、人員
削減、人件費減という難しいことを成し遂げたことは評価でき
る。
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・ 国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損金のある法人について、国の財 実績：○ ・ 評価の視点の細目に係る実施状況が順調であり、数値目標の
政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与水準の適切性に関する法人の検証 ・ 法人に対する平成２０年度の財政支出の額（運営費交付金）の割合は、総 中期目標に対する進捗率が高いことによる。
状況をチェックしているか。（政・独委評価の視点） 収入額に対して６割を超えているが、①給与水準は、ラスパイレス指数（事 ・ ２０年度は常勤職員１９名（６．９％）削減した。給与制度

務・技術職）が国家公務員に対して９８．１、他の独立行政法人と比べて９ の見直しも２年計画を１年で達成している。新部署を設置し、
２．３と極めて低いこと、②法人の業務が自己収入の途が限られた福祉事業 適正な人員配置を行っている。
を専ら行うものであって、かつ、業務範囲が個別法に定められ他の業務がで ・ 昨年度までの体制を見直し、外部の視点を入れ、ようやく社
きないなどの制約があることに加え、永年（平均３３年）に渡り施設生活を 会一般の常識的な状況に近づけようとしている努力は評価でき
送ってきた施設利用者の地域移行等の進展により 施設利用者数が減少し自 る。全体の組織像が示されていないので、どの程度達成できて
己収入の増加が期待できないこと等により、ある程度国の財政支出に頼らざ いるかが、今ひとつ明らかでない。
るを得ない状況にある。

したがって、こうした法人の現状や、職員の士気の確保と施設利用者に対
する適切なサービス提供を図るための人材確保を考慮すると、給与水準につ
いては、概ね妥当なものと考える。

（業務実績「②人件費改革への着実な取組」Ｐ１参照）

・ 人事交流や有能な人材の招聘等、資質の高い人材確保に取り組んでいるか。 実績：○
・ 自閉症及び行動障害等への支援や、行動援護、並びに調査・研究の質の向

上に対し、それぞれ高い知見と経験を有する者３名を、参事（理事長からの
特命担当）として、大学や他の障害者関係施設から招へいした。

（業務実績「③人事配置」Ｐ２参照）
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

（２）内部統制・ガバナンス強化への （２）内部統制・ガバナンス強化への （２）内部統制・ガバナンス強化への （２）内部統制・ガバナンス強化への取組
取組 取組 取組
「整理合理化計画」に基づき、

効率的かつ的確な業務遂行を図る ① 内部統制の向上を図るための取 ① 内部統制の向上を図るための取 ① 内部統制の向上を図るための取組
ため、内部統制・ガバナンス強化 組役職員の職務執行のあり方をは 組 ○ 内部統制の向上・ガバナンス強化を図るため、平成２０年１２月に役職員で構成する内部
に向けた条件整備を図ること。 じめとする内部統制について、そ 内部統制ついて、第三者の専門 統制向上検討委員会を設置し、基本方針やその取組について検討を行い、２１年３月に検討

の向上を図るための検討を行い、 的知見を活用するなど、その向上 結果を報告として取りまとめた。さらに、この報告書については、当法人ホームページに掲
具体的な取組状況を公表する。 を図るための取組を平成２０年度 載するなどにより公表した。

中に検討し基本的な考え方の整理
を行い、その結果について公表す ・内部統制向上検討委員会の開催状況（設置：平成２０年１２月２４日）
る。 第１回 平成２１年 １月 ８日（木）

第２回 平成２１年 ２月２６日（木）
第３回 平成２１年 ３月２３日（月）

○ 内部統制の向上についての検討を行うに当たって、役職員に対して内部統制、ガバナンス
に関する共通認識を持たせるため、会計監査法人の協力を得て役職員を対象とした研修会を
開催するとともに、外部のセミナーに関係職員を派遣した。

・研修会の開催（役員、幹部職員等）
開催日：平成２０年７月２２日(火)
テーマ：内部統制・ガバナンスの動向について
講 師：新日本有限責任監査法人

・内部統制セミナーへの出席
会計監査法人主催によるセミナー（２回）

○ 内部統制の一環として、平成２０年度及び２１年度の２か年計画により、事業運営を阻害
する要因（リスク）の発生の防止に取り組む継続的な仕組を整備することとし、平成２０年
度においては、会計監査法人の業務支援を受けながら「国立のぞみの園阻害要因一覧」（１１
７項目）を作成した。

○ 平成２０年度は、第２期中期目標・中期計画期間の初年度であることから、職員に対し新
しい中期目標・中期計画等の内容について周知徹底を図り、役職員が一丸となって中期目標
の達成に向けて取り組むため、２０年４月から５月にかけて３回に亘り職員説明会を開催し
た。

○ 健康で働きやすい職場を確保し次世代育成支援に取り組むなど、全職員がその能力を十分
に発揮できるような雇用環境等を整備するため、平成２０年４月から適用する新しい「行動
計画」を策定した。

② 内部進行管理の充実 ② 内部進行管理の充実 ② 内部進行管理の充実
各業務部門ごとに業務目標を設 ア 業務目標に対する進行状況を ア モニタリングの実施

定し、継続的に業務のモニタリン 把握するため、各部所にモニタ ○ 第２期中期目標期間におけるモニターを改めて各部所より選出し、各部所の業務遂行状
グを行い業務の進行管理を行うこ ーを置き、継続的にモニタリン 況を継続的にモニタリングする仕組を整備した。
とにより、計画的な業務遂行に努 グを行う。
める。

イ 業務の進行管理を適切に行う イ モニタリング評価会議の開催
ため、モニターと役員等による ○ 平成２０年度において、モニタリング評価会議を四半期に１回開催（年４回）し、各モ
モニタリング評価会議を平成２ ニターの評価項目に基づき進捗状況の報告等を行い、業務の進行管理に努めた。
０年度中に４回開催し、業務の
進行状況の評価を行うとともに、 ・モニタリング評価会議の開催状況
業務遂行に反映させる。 第１回 平成２０年 ６月１８日（第１・四半期分）

第２回 平成２０年 ９月２４日（第２・四半期分）
第３回 平成２０年１２月１８日（第３・四半期分）
第４回 平成２１年 ３月２５日（第４・四半期分）

・モニター指摘事項（主なもの）
通所利用者の健康診断、援助・助言の報告システムの強化、リスク管理の徹底、
地域移行の保護者への説明方法の改善等



5

中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

ウ 苦情解決報告会の開催
○ 弁護士１名を含む２名の第三者委員を交えた苦情解決報告会を平成２１年３月に開催し、
保護者から出された苦情・要望等を審議し、適切に対処した。

③ リスク回避・軽減への取組 ③ リスク回避・軽減への取組 ③ リスク回避・軽減への取組
国立のぞみの園の施設運営業務 ア 施設利用者及び職員の健康管 ア 施設利用者及び職員の健康・安全の確保

においてリスク要因への徹底した 理の観点から、定期的に健康診 （ア）施設利用者に対する健康・安全の確保
対応を図るため、施設利用者等に 断を実施するほか、健康的な生 ○ 施設利用者の健康及び安全管理のため、定期的な健康診断やインフルエンザ予防接種等
係る感染症予防対策や事故防止対 活を維持するために必要な措置 の予防策について、当法人の診療所を中心に他の医療機関等の協力を得て実施した。
策、防災対策について組織的な取 を適確に講じる。 ・胸部Ｘ線撮影 平成２０年 ５月～６月
り組みを進める。 ・内科健診 ２０年１１月～２１年３月

・インフルエンザ予防接種 ２０年１１月
・乳房・婦人科検診（女性のみ） ２０年１０月

○ 施設利用者の高齢化等に伴う機能低下への対応として、介護浴槽での支援等をテーマと
した介護技術研修を平成２０年１０月末から１１月にかけて実施した。

○ 褥瘡対策として、生活寮において診療所の医師、看護師による実地指導を月１回ペース
で実施した。

○ 摂食・嚥下障害への対応として、外部の専門家の協力による摂食・嚥下指導を月１回ペ
ースで実施した。

○ 座位維持への対応として、外部の専門家の協力によるシーティング指導を年間６回実施
した。

（イ）職員に対する健康管理
○ 職員の健康管理については、定期的に行う健康診断及び人間ドックのほか、インフルエ
ンザ予防接種（１１月）等を実施した。

○ 職員等を対象としたセミナーについて、平成２０年６月に「知的障害者支援に携わる職
員のメンタルヘルスケア」、２１年２月に「腰痛症」をテーマに実施した。

イ 日頃から施設利用者の安全に イ 事故防止対策の実施
気を配るとともに、事故が万一 （ア）事故防止への取組
発生した場合に、事故原因の分 ○ 事故には、誤与薬、受傷事故、所在不明等があり、職員の不注意等に因るもの、施設利
析と対応策の検討を組織的に行 用者本人又は他の施設利用者に因るものなど様々な理由があることから、事故防止対策委
い、同じ事故が起こらないよう 員会を定期的に開催し、事故報告書やヒヤリハット体験報告書をもとに発生原因の分析、
注意喚起を図る。 事故防止策などを検討した。その検討結果については、各部所に周知し、同じ事故が起こ

らないよう注意を喚起した。
（※ ヒヤリハットとは、重大な災害や事故には至らないものの、直結してもおかしくな

い一歩手前の事例の発見を指す。）
なお、平成２０年度の事故等の発生状況は次のとおりであるが、報告様式の簡素化を図

るとともに、事故に繋がる恐れのあった事例の報告の徹底を図ったことにより、ヒヤリハ
ット件数が増加した。

・２０年度事故発生実績 ５４件（１９年度７０件）
・２０年度ヒヤリハット実績 １０３件（１９年度５７件）

○ 毎年度７月を事故防止月間とし、重点的に防止対策を実施した。事故防止月間には、薬
品類（医薬品や消毒薬品等）や刃物の保管状況の点検を行った。そのほか、交通安全のた
めのチラシの配布（平成２０年４月末から５月）。危険箇所の点検（７月）等の事故防止対
策を実施した。

○ 所在不明情報を園内全域に速やかに周知できるよう、平成２０年１０月から共通コール
サイン（業務連絡１７１号）を設けるなどの連絡体制の整備を図った。

○ 各寮の副寮長、職員を対象として、平成２０年６月にリスク管理研修会を２回、２１年
３月に１回開催し、健康及び安全に関する取組の周知を図った。介護浴槽使用の際に事故
等が起こらないよう、１０月末から１１月にかけて介護技術研修を実施した。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

○ 新任職員に対して、利用者支援における基本理念とその姿勢を習得するための研修を平
成２０年５月に行った。

○ 非常勤職員に対して、平成２０年６月及び１０月に利用者支援の基本姿勢の習得と事業
計画等の周知を図ることを目的に研修を実施するとともに、２１年３月に個人情報保護の
観点から守秘義務に関する研修を行った。

（イ）人身事故の発生
○ 平成２１年１月に、職員が運転する車両に施設利用者が接触し怪我を負わせた人身事故
が発生した。幸い生命に関わるものではなかったが、施設利用者の生命及び安全を脅かす

ウ ノロウィルス等の感染症に対 事案であったことに鑑み、事故の再発防止を徹底するため、事故の状況を再現し事故原因
して、地元保健所と連携しなが の究明を行うとともに、寮長会議等の様々な機会を通じて各寮、職員に対し検証結果の共
ら、効果的・重点的な蔓延防止 有を図った。また、事故に関わった職員及び指導監督を行う立場の役職員を懲戒等処分と
対策を講じる。 し、その内容を公表した。

ウ 感染症対策の実施
○ 平成２０年１１月から平成２１年３月を「感染症予防月間」とし、手洗い･うがいの励行、
消毒の徹底を図り、感染症対策の強化に努めた。

○ 全国的にインフルエンザが流行し、平成２１年１月末に施設利用者のうち１０名にイン
フルエンザの発症者が出たため、速やかに感染症対策委員会を開催し、これ以上広がらな
いよう組織的な対応を図った。これにより、拡大を 小限に留めることができ、２週間程

エ 安全防災訓練の計画的な実施 度で沈静化した。
など、防災対策に取り組む。

○ ノロウイルスについては、予防に係る注意喚起を徹底した結果、平成１９年度に引き続
き施設利用者の集団発生を防ぐことができた。

エ 安全防災対策の実施
○ 災害発生時において施設利用者が迅速かつ適確に行動できるよう、安全防災訓練を平成

２０年度中に４回実施したほか、施設利用者及び役職員を対象とした総合防災訓練を１０
月に高崎市中央消防署の協力を得て実施した。
当日は、震度６の大地震の発生による火災発生を想定し、避難訓練、初期消火訓練(消火

器、屋外消火栓を使用）、担架を使用しての搬送訓練及び「起震車」による地震体験を実施
した。

④ 業務内容の情報開示 ④ 業務内容の情報開示 ④ 業務内容の情報開示
国立のぞみの園の運営状況や財 ホームページ等において、平成 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律等に基づき、組織、業務及び財務に関す

務状況、業務の遂行状況等につい １９年度の業務運営の状況や財務 る情報や、業務運営の状況に関する評価、監査の結果等の独立行政法人に対して情報提供が求
て、国民にとって分かりやすいよ 状況について公表するとともに、 められている情報について、平成２０年度分をホームページ等において公開したほか、これま
う情報開示を行う。 平成２０年度の業務目標の遂行状 でホームページに掲載し広く情報提供に努めてきた調査・研究、セミナー等の業務内容を紹介

況等を定期的に公開するなど、国 するページの更新を行った。
民に分かりやすい情報開示を行う。 なお、ホームページへの掲載について、的確な情報提供を行うための一定のルール化を図る

観点から、平成２１年３月末にホームページ管理運営基準を新たに制定した。

⑤ 取組を有効に機能させるための ⑤ 取組を有効に機能させるための ⑤ 取組を有効に機能させるための監査実施に係る条件整備
監査実施に係る条件整備 監査実施に係る条件整備 監事監査が円滑に行えるよう、法人内の連絡調整等を行う担当部署として、「調査役(監査担

随意契約の適正化等の効率的な 監事及び会計監査人による監査 当)」を平成２０年４月から法人事務局に新たに配置した。また、平成２０年度中に内部監査の
業務運営に向けた取組を有効に機 を効果的に受けることができるよ 仕組について検討し、平成２１年度実施に向けて準備を整えた。
能させるため、監事及び会計監査 う、その条件整備について平成２
人からの厳格な監査を受けること ０年度中に検討を行い、必要な措
ができるよう、必要な条件整備を 置を講じる。
図る。

評価の視点等 【評価項目２ 内部統制・ガバナンス強化への取組】 自己評価 Ａ 評 定 Ｂ

内部統制の向上を図るための取組の一環として、基本的な考え方を整理する （委員会としての評定理由）
とともに、平成２０年度計画にはなかったリスク管理の仕組の構築に向けて検 ①内部統制・ガバナンス強化への取組について
討し、想定リスク一覧を作成するなど、計画以上に進捗した。 取組の初年度となる平成２０年度において、法人業務に内部

このうち、施設利用者に対する事故防止対策については、平成１９年度の反 統制の仕組を導入するための土台づくりに取組み、①平成２０
省を踏まえ、研修会や様々な機会を設けて事故防止の徹底を図ったことにより、 年４月に担当ポストを新設、②内部統制に関して役職員の共通
事故件数が減少した。また、一方で、事故を未然に防止するという考え方が職 認識を持たせるための研修等を実施したほか、のぞみの園に相
員間に芽生えたことによって、ヒヤリハット件数が増加したが、これらを含め 応しい内部統制のあり方を法人内部で検討し、検討結果を取り
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発生原因の分析等を行い、再発防止に努めた。 まとめ公表している。具体的な内部統制の仕組を整備するに当
たっては、第三者の専門家による業務支援を受けながら取り組
んだが、内部統制を「法人運営の適法性・有効性及び効率性を
担保するための経営を監視する仕組」と定義し、その方法とし

［数値目標］ て、①リスクの認識・評価、②リスクへの計画的な対応を段階
・業務の進行管理を適切に行うため、モニターと役員等によるモニタリング評価 ・ モニタリング評価会議を平成２０年度中に４回開催し、例えば、地域移行 的に取り組むリスク管理体制を構築することとし、当初計画に
会議を平成２０年度中に４回開催し、業務の進行状況の評価を行うとともに、 の取組方法等について改善等の指摘を受け、対策を講じた。 はない「事業運営を阻害する要因（リスク）の洗い出し」を行
業務に反映させる。 （業務実績「②内部進行管理の充実」Ｐ４～５参照） い、その一覧を短期間のうちに作成するなど、取組の端緒とし

て積極的に対応したものと認められる。
なお、今後、取組を進めるに当たっては、他の独立行政法人

とは異なり、個別法に定める福祉事業を主たる事業とするのぞ
［評価の視点］ みの園の特殊性を踏まえた独自の視点を加えることも必要であ
・ 内部統制の向上、ガバナンス強化に向けて、どのように取組んでいるか。 実績：○ り、継続して行う内部統制の仕組の検討の中で、こうした視点

（政・独委評価の視点事項と同様） ・ 独立行政法人として新しい課題である内部統制・ガバナンスに対して、ど を取り入れ、のぞみの園に相応しい内部統制の仕組を再構築し
のように取組むか検討するため、役職員で構成する「内部統制向上検討委員 ていくことを期待する。
会」を設置した。本委員会において、内部統制に対する基本的な方針を策定 ②事故防止対策について
するとともに、並行して、会計監査法人の業務支援を受けながら、リスク管 平成１９年度の業務実績評価の際に、当委員会として、役職
理の仕組の構築を図るための取組を行った。 員に対し「施設利用者の安全の確保と生命の尊重」の徹底を強
なお、こうした取組を進めるに当たって、役職員が共通認識を持ち、意識 く求めたところであるが、のぞみの園としてこれを真摯に受け

を高めることが必要であることから、法人として内部統制・ガバナンスに関 止め、職員に対する意識改革とマニュアルの遵守を徹底するた
する研修会を開催したほか、会計監査法人の主催によるセミナーに参加した。 めの研修を複数回に亘り行うなど、事故防止対策に粘り強く取

（業務実績「①内部統制の向上を図るための取組」Ｐ４参照） り組んでいる。平成２０年度においては、事故件数について、
昨年度と比較して２割程度減少するとともに、職員間に事故防

・ 業務の進行管理のため、組織的かつ継続的にモニタリングを行っているか。 実績：○ 止への意識が浸透した結果、事故に繋がる恐れのあった事例（ヒ
また、モニタリングの結果を業務に反映させる仕組となっているか。 ・ 各部所にモニターを配置し、業務の進行管理を継続的に行うため、モニタ ヤリハット）の報告件数が大きく増加している事実を良しと思

リングした結果を四半期毎にモニタリング評価会議において報告させた。こ わず、さらにこの取組を継続し、今後も施設利用者の健康の維
の結果や会議での指摘事項については、幹部職員に対し改善策の検討を促す 持と安全の確保が も優先されることを全ての役職員が意識し、
とともに全ての職員への周知を図った。 避けられる事故を１件でも減らしていく努力を続けていくこと

（業務実績「②内部進行管理の充実」Ｐ４～５参照） を期待する。

・ 業務の情報開示や監査機能の強化など、的確な業務遂行をチェックする取組 実績：○ （各委員の評定理由）
を行っているか。 ・ ホームページにおいて、法人の業務の積極的な情報提供に努めるとともに、・ 内部統制・ガバナンスという用語が馴染みにくい。リスクの

監事監査の円滑な実施を図るための担当部署として、「調査役（監査担当）」 識別と発表要旨（Ｐ５）における国民に対して提供するサービ
を設置した。また、内部監査制度について検討を行い、平成２１年度から実 スその他の業務の質の向上に関する目標が達成できない阻害要
施することとした。 因に含まれる項目の意味が不明である。

（業務実績「④業務内容の情報開示」等Ｐ６参照） ・ 第三者の指導を受けながらの強化の取組みは評価できるが法
人自体で強化取組みが出来なかったのか。長年の実践が生きる

・ 施設利用者の安全を守り、法人としてのリスク回避・軽減を図るため、 実績：○ ようなシステムの見直しが実行できているのか。ヒヤリハット
①感染症予防や防災対策に対して、どのように取り組んでいるか。 ＜①について＞ は職員の気付きが増えたためとの説明だが、当然のことが出来
②施設利用者の事故防止対策に対して、どのように取り組んでいるか。また、 ・ 感染症等の未然の防止と万一発生した場合の対策を講じるため、流行時期 るようになったことは評価できるとはいえない。

事故が発生した場合に、原因をどのように分析し、どのような再発防止策を を考慮して「感染症対策委員会」を開催し、迅速な対応を図った。 ・ リスク管理という観点から、感染症や園内での事故に関する
講じているか。 防災対策については、施設利用者に対する防災訓練を夜間を含め定期的に 再発防止について、より具体的に対策を提示すべきである。

行うととともに、毎年度秋に役職員を含めた総合防災訓練を実施しており、 ・ 新しく取組を始めた点は評価できるが、医療事故委員会など
平成２０年度においても実施した。 の活動を取りくめていない。

・ 内部統制向上検討委員会の設置をするなど努力をしているが、
＜②について＞ リスク管理に関しても第一歩を踏み出したところである。今ま
・ 施設利用者の施設内における事故を防止するため、「事故防止対策委員会」 での取組から向上したからといってＡとまで評価できない。人
を定期的に開催し、発生した事故事例の分析を行い、同様の事故が起こらな 事評価の適正な運営。
いよう様々な機会を通じて注意喚起を図った。このうち、重大事故等につい ・ ガバナンス強化体制の仕組みが出来上がったと評価できる。
ては、事故を再現し、事故を避けるための留意点等の徹底を具体的に行うと この体制が有効に機能していくことを強く望む。
ともに、事故原因に着目した研修会を開催した。 ・ 評価の視点の細目のそれぞれにつき、単なる検討を超えた具

（業務実績「③リスク回避・軽減への取組」Ｐ５～６参照） 体的な取組がなされているため。
・ 阻害要因一覧を作成し、リスクを見える化している。事故予
防対策を採り、事故防止対策委員会の設置や必要な研修を実行。
今後、強化する段階にあるとみられる。

・ 目標達成を阻害する要因を明らかにし、それに対する取組を
行う姿勢は評価できる。 その阻害要因について、職員全員に周
知されているのか、また具体的にどう取組みをされているのか、
例示でもあれば評価できるのだが、まだ途上であるという意味
でＢ評価とさせていただきました。



8

中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

（３）業務運営の効率化に伴う経費節 （３）業務運営の効率化に伴う経費節 （３）業務運営の効率化に伴う経費節 （３）業務運営の効率化に伴う経費節減
減 減 減
一般管理費及び事業費等の経費 ① 運営費交付金の節減

（運営費交付金を充当するもの〈定 ○ 平成２０年度の運営費交付金（予算額（退職手当相当額を除く））について、１９年度と比
年退職者に係る退職手当に相当す 較して約１億円（△4.6%）を節減した。
る経費を除く〉）について、中期 ・１９年度２，３３４百万円 → ２，２２７百万円（△１０７百万円）
目標期間の 終年度（平成２４年 （※）退職手当相当額を除いた金額
度）の額を、前中期目標期間の
終年度（平成１９年度）と比べて ① 経費の節減 ① 経費の節減 ② 経費の節減
２３％以上節減すること。 中期目標に基づく運営費交付金 ア 定年退職者の後補充について ア 常勤職員数の削減

の節減目標を達成するため、常勤 原則行わないこととし、常勤職 ○ 常勤職員数について、平成２０年度期首に対して、現員で１９人の削減（△６．９％）
職員数の縮減、給与体系・給与水 員数の削減を図る。 を行った。
準の適正化、「随意契約見直し計画」 ・現員 期首２７５人 → 期末２５６人（△１９人）
（平成１９年１２月策定）（以下、
「随意契約見直し計画」という。） ○ 人件費総額について、常勤職員数等を削減することにより、平成１９年度と比較して約
等に基づく合理化に取り組む。 １億円を超える縮減（△4.7%）を図った。

・１９年度２，４５０百万円 → ２，３３５百万円（△１１５百万円）

イ 国家公務員の給与体系を踏ま イ 国家公務員の給与体系を踏まえた見直し
えた見直しを平成２０年度及び ○ 平成２０年度において常勤職員及び非常勤職員に係る給与等制度の適正化に向けた検討
２１年度に行うなど、人件費改 を行い、国家公務員の給与構造改革を踏まえた新しい給与制度に計画より１年早い２１年
革に取り組む。 ４月から見直すこととした。

ウ 契約について、「随意契約見直 ウ 契約の適正化
し計画」（平成１９年１２月策定） ○ 「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施するため、平成２０年度において、
（以下、「随意契約見直し計画」 随意契約によることが真にやむを得ないものを除き、一般競争入札等の競争性の高い契約
という。）等に基づき適正な実施 方式へ移行した。
を図る。

② 運営費交付金以外の収入の確保 ② 運営費交付金以外の収入の確保 ③ 運営費交付金以外の収入の増
ア 地域のニーズを踏まえた多様 ア 行動障害等を有するなど著し ア 支援の困難な者の新規受入

な事業の実施や、施設・設備等 く支援が困難な者を有期限によ ○ 平成２０年度から福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者（罪を犯し
の効率的な活用を引き続き検討 り新規に受け入れる。 た知的障害者）への支援事業を実施することとし、新たにその事業の対象者を平成２０年
し、事業収入の増加を図る。 １０月と２１年２月に受入た。

イ 利用者負担を求めることがで イ 障害者自立支援法に基づく就 イ 就労移行支援の実施
きるサービスについて、社会一 労系サービスを平成２０年度か ○ 就労移行支援事業を平成２０年１０月より開始した。（利用定員１０人）
般情勢を踏まえ適切な額の負担 ら実施する。 本事業の実施に当たり、活動支援部に専門の係、班として就労移行係就労支援班を設け、
を求める。 職員２人を配置し、そのうち１人をサービス管理責任者とした。

・ 利用者数 平成２１年３月末現在 ６人
支援の一環として、障害者就業・生活支援センター、ハローワークの相談、登録等の就

職活動を行うほか、このうち１人が１０日間の職場実習を行った。

ウ 地域のニーズを踏まえ、短期 ウ 短期入所及び通所利用の推進
入所や通所利用を推進する。 （ア）短期入所及び日中一時支援事業の実施

○ 地域の１８歳以上の知的障害者に対して、短期間の入所又は日帰り入所させ、必要なサ
ービスを提供した。具体的なサービスについては、受け入れ寮の1日のスケジュールに沿っ
て行うことを基本とした。
短期入所の利用実績は、平成１９年度と比較して約１．７倍となるなど、大幅に増加（延

日数）した。
なお、短期入所利用者の情報共有化等を図るため、「短期入所利用者支援会議」を月１回

開催し、ニーズに応じたきめ細かな対応に努めた。

〈短期入所事業〉 （単位：人・日）

内 訳 男 女 市内 市外

利用者数 １１９ ８３ ３６ ９７ ２２

延べ日数 １，３５６ ８６７ ４８９ １，２６３ ９３

・１９年度利用実績（延べ日数）８１８日
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

〈日中一時支援事業〉 （単位：人・日）

内 訳 男 女 市内 市外

利用者数 ４１ ２１ ２０ ３９ ２

延べ日数 ８０.００ 45.75 34.25 79.50 0.50

・１９年度利用実績（延べ日数）９２．５日

（イ）通所利用者の受入
○ 当法人において実施する生活介護等を通所により利用する利用者が平成２１年３月末現
在で４４人となった。なお、各障害福祉サービス利用者の内訳は次のとおり。

・就労移行支援 ４人
・自立訓練（生活訓練） ５人
・生活介護 ３５人

○ 利用者の高齢化や障害の状況等に合わせて活動内容を選択できるよう、空き寮を活用し
て活動支援棟の分場（サテライト）を新たに設置し、サービスメニューの拡充を図った。

エ 外来診療について広報に努め エ 診療収入の確保
ることにより、診療収入の増を ○ 新規施設基準の取得及び医学管理料、指導料の算定に向けての取組を継続して行い、診
図る。 療収入の確保と診療報酬請求業務の適正化等に努めている。

＜診療所で取得している施設基準＞
・有床診療所入院基本料１（夜間緊急体制・複数医師配置・看護配置加算）
・運動器リハビリテーション料（Ⅱ）
・脳血管疾患リハビリテーション料（Ⅲ）
・単純ＭＲＩ撮影
・電子化加算
・入院時食事療養費（Ⅱ）
・補綴物維持管理料

なお、診療収入については、施設利用者数が減ったことによる診療件数の減少に加え、
日頃の健康管理の徹底により、患者数の減少なども要因として、約１割程度（△10.8%）
減少した。

・平成２０年度８９，１４６千円（平成１９年度９９，９２１千円）

オ 国や地方自治体、民間団体等 オ 国や群馬県等の実施事業の受託
の実施事業を積極的に受託する。 ○ 当法人の目的・機能に沿った業務として、国（厚生労働省）や群馬県、高崎市から次の

事業を受託し補助を受けて実施した。

（ア）国からの補助
○ 国（厚生労働省）の「障害者保健福祉推進事業（障害者自立支援調査研究プロジェクト）」

の補助協議に応募し、補助採択を受け、「行動援護従業者養成研修プログラムの全国的な普
及と行動援護サービスの標準化に関する調査・研究」及び「罪を犯した知的障害者の自立
に向けた効果的な支援体制と必要な機能に関する研究」を実施した。

（イ）群馬県からの受託
a 行動援護従業者養成研修実施事業の受託

行動障害のある知的障害者（児）等に対して、外出時及び外出の前後に必要な支援を
行うために必要な知識・技術を有する行動援護従業者の養成を図ることを目的とした
研修を群馬県から受託した。

・群馬県行動援護従業者養成研修実施事業 受講者３８人

b 知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修実施事業の受託
居宅介護に従業してるが、知的障害者（児）へのサービス提供の経験がないものに対
し、サービス提供に関する基礎的な知識を研修することにより、適切な知識を備えた
ヘルパーの確保及びサービスの質の向上を図ることを目的とした研修を群馬県から受
託した。

・ホームヘルパー養成基礎研修実施事業 受講者８０人
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

（ウ）高崎市からの受託
○ 相談支援や情報提供等の便宜を供与し、社会生活を営むことができるようにするため、
高崎市相談事業を受託した。

カ 専門学校等の学生や、ホーム カ 実習の受入
ヘルパー研修受講者等の実習を ○ 福祉系大学等の学生、ホームヘルパー研修受講者等の各種養成機関からの実習を受入れ
受け入れる。 た。実習の受入に当たっては、適切な負担を求めた。

＜各種養成機関からの実習受入の状況＞

種 別 学校数 人 数 延べ日数
社会福祉援助技術現場実習 １０ か所 １３ 人 ２６０ 日
保育実習 ３２ １８４ ２，００１
群馬県受託養成研修実習 ２ １１８ １６４
介護職員等養成研修実習 ３ ３５ ３５
国立秩父学園養成所実習 １ １ １３
訪問介護員養成研修実習 １ ３７ １１１
早期体験実習（医師養成） ２ ８ １２０
介護等体験（教員養成） １ １ ５

合計 ５２ か所 ３９７ 人 ２，７０９ 日

キ その他、利用者負担を求める キ 利用者負担の適正化
ことができるサービスについて、 ○ 施設利用者が負担する利用料（食費、光熱水費、洗濯費）について、直近の実績を踏ま
社会一般情勢を踏まえ適切な額 えて適切な額の負担を求めた。
の負担を求める。

○ 法人所有施設のうちテニスコート等について、一般市民が利用する場合には、適切な額
の負担を求めた。

評価の視点等 【評価項目３ 業務運営体制の効率化に伴う経費節減】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

運営費交付金（予算額）について、第２期中期目標に定める２３％以上の削 （委員会としての評定理由）
減を達成するために、平成２０年度においても着実に削減を図るとともに、施 平成２０年度においては、人件費総額の縮減に取り組んだほ
設利用者が減少する中で運営費確保を図るため、その他の事業収入の確保に努 か、競争入札の導入等により業務物件費の削減を図った。併せ
めた。 て、自己収入の増加に向けて、新たに就労移行支援事業を実施

する等、障害福祉サービスの充実を図ることにより通所利用者
の増を図るとともに、国の補助事業、地方自治体からの受託事

［数値目標］ 業の拡大等にも努めており、第２期中期目標において設定され
・ 一般管理費及び事業費等の経費（運営費交付金を充当するもの（定年退職者 ・ 平成２０年度の運営費交付金（予算額（退職手当相当額を除く））につい た運営費交付金の節減目標（２３％以上の節減）の達成を目指
に係る退職手当に相当する経費を除く））について、中期目標期間の 終年度（平 ては、１９年度と比較して△４．６％となり、第２期中期目標期間の 終年 し、着実に取り組んでいるものと認められる。
成２４年度）の額を、前中期目標期間の 終年度（平成１９年度）と比べて２ 度（２４年度）に向けて、計画どおり削減を行った。
３％以上削減すること。 （業務実績「①運営費交付金の節減」Ｐ８参照）

（各委員の評定理由）
・ 効率よく経費の節減が行われているが、反面、職員レベルで
人員減のマイナス面が表面化してないか。

［評価の視点］ ・ 「県からの委託事業を積極的に受託」とあるが方向が逆では
・ 一般管理費及び事業費等の経費（運営費交付金を充当するもの（定年退職者 実績：○ ないのか。市民感覚で言えば法人から県（地域）に委託するの
に係る退職手当に相当する経費を除く））について、前中期目標期間の 終年度 ・ 平成２０年度の運営費交付金（予算額（退職手当相当額を除く））につい があるべき姿ではないかと思う。
（平成１９年度）と比較して、どの程度節減が図られているか。 ては、１９年度と比較して △４．６％となった。 ・ 自己評価のとおり。

（業務実績「①運営費交付金の節減」Ｐ８参照） ・ 目標に達している。
・ 計画通りである。運営費交付金以外の収入の確保の努力はみ
られるが、計画通りである。

・ 事業収入の増加を図るための取組を行っているか。 実績：○ ・ 人員減、人件費減という困難な取組を行った。
・ 施設利用者の減少により事業収入は減収となったが、その中で、②新しい ・ 中期目標の削減率に見合った削減を図ったため。
障害福祉サービスの実施、②国や地方自治体の補助、委託事業を実施し、事 ・ 運営費交付金を１３％以上削減している。予算額は計画通り
業経費を確保するなど、収入増を図るための努力を行った。 １億円削減している。

（業務実績「③運営費交付金以外の収入の増」Ｐ８～１０参照） ・ 目標達成は十分に出来ていると思われる。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

２ 効率的かつ効果的な施設・設備の ２ 効率的かつ効果的な施設・設備の ２ 効率的かつ効果的な施設・設備の ２ 効率的かつ効果的な施設・設備の利用
利用 利用 利用
既存の施設・設備を有効活用しつ 土地、建物等の資産について、資

つ、効率的かつ効果的な業務運営を 産の利用頻度、本来業務に支障のな
図ること。 い範囲内での有効活用の可能性の観

点から、利用方法等の検討を行う。
併せて、老朽化等により不用とな

った建物の処分等を検討する。

（１）施設利用者の状況を考慮した利 （１）土地・建物等の資産の利用方法 （１）土地・建物等の資産の利用方法等の検討
用方法の検討 等の検討

施設・設備等について、施設利
用者の減少や能力・障害の状況等 ① 効率的かつ効果的な利用の検討 ① 資産の効率的かつ効果的な利用の検討
に合わせた見直しを図るなど、効 土地、建物等の資産について、 ○ 平成２０年８月に土地、建物等の資産の利用方法等を検討する資産利用検討委員会を開催
率的かつ効果的な利用を図る。 資産の利用頻度、本来業務に支障 し、資産(土地・建物)の現状の報告を行うとともに、資産の効率化に関する事前アンケート

のない範囲内での有効活用の可能 を基にして利・活用の方策を検討した。併せて、東京電力(株)送電線路の架設に伴う鉄塔敷
性の観点から、現状分析や利用方 地の賃貸借契約や線下補償契約の追認を行った。
法等の検討を平成２０年度から定
期的に行う。併せて、不用となっ ○ 老朽化した職員宿舎の集約化と効率的なサービス提供の観点から、４棟の空き部屋を活用
た建物の処分等についても検討す して行ってきた地域生活体験ホームについて、平成２１年２月から１棟に集約した。
る。

② 施設利用者の状況を考慮した利 ② 施設利用者の状況を考慮した利用方法の検討
用方法の検討 ア 空き寮の活用

施設利用者に対する支援の充実 施設利用者の減少によって使用を中止した生活寮（空き寮）１か寮について、食堂・職員
等を図るため、既存の施設・設備 室の間仕切りの撤去、デイルーム床の張り替えなどの改修等を行い、平成２０年７月から地
等について、日中活動の場や余暇 域体験ホーム利用者、通所利用者の昼食・余暇時間を過ごす場として活用した。
時間を過ごす場等への有効活用を また、施設利用者の高齢化や障害の状況等に合わせて活動内容の選択ができるよう、第１
図る。 次及び第２次寮再編により空き寮となっている３か寮及びデイサービスセンターについて、

平成２１年１月から活動支援棟のサテライトとして活用を図り、多様な場所とメニューによ
りサービスを提供した。なお、その準備として、このうち２か寮については、利用者の利便
を図るために内部改修を実施した。

イ 生活寮の再編に関する検討
○ 施設利用者の高齢化や重度化等が顕著となり、そのニーズに対応した適切なサービスの
提供と、地域移行等による施設利用者の減少に鑑み、平成２１年度に実施する予定の第３
次寮再編を見据えて、２１年１月に「第３次寮再編成検討委員会」を立ち上げ、本格的な
検討に着手した。

その検討の中で、機械浴槽室を併設予定の１か寮については、第３次寮再編後において
は重介護棟として活用することとし、改修工事を行うために平成２１年３月末で閉寮とし
た。

③ 保有資産の適切な活用の確保
○ 監事監査において、保有資産の活用方法等に関する確認を受けたが、特段の指摘はなかっ
た。

（２）地域の社会資源・公共財として （２）地域の社会資源・公共財として （２）地域の社会資源・公共財としての活用
の活用 の活用

① 診療所の機能の活用 ① 診療所の機能の活用 ① 診療所の機能の活用
診療所の機能を活用して、地域 診療所の機能を活用して、地域 ○ 診療所において、地域の知的障害者（児）及び家族等に対して外来診療を実施した。（診療

の知的障害者等に医療を提供する。 の知的障害者等に医療を提供する。 実績については、３６頁を参照。）
＜地域の知的障害者等が利用できる診療科目＞

内科外来、精神科外来、整形外科外来、皮膚科外来、歯科外来
心理相談（外来）、リハビリ外来

このうち、心理相談（外来）については、群馬県内及び関東近辺の都県からの利用がある
など、広域に亘り活用された。
また、地域の言葉が遅れている発達障害児に対して、ことばの学習訓練を行った。

○ 心理外来を利用する発達障害児を対象に、臨床心理士、医師、養護学校教諭、保健師、保
護者等によるケースカンファレンスを実施し、行動や学習面での対策、現状の分析、今後の
養育方針に関する情報提供や心理的指導・助言を行った。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

② 福祉関係者等への活動の場とし ② 福祉関係者等への活動の場とし ② 福祉関係者等への活動の場としての活用
ての活用 ての活用

施設・設備等について、福祉関 ア 施設・設備等について、福祉 ア 活動の場としての提供
係者、ボランティア等の活動の場 関係者、ボランティア等の活動 ○ 法人所有施設の一般開放について、広報活動を行っており、地元育成会やボーイスカウ
に提供するなど、一層の利用促進 の場として提供する。 ト、知的障害児（者）民間活動団体等の活動の場として提供した。
を図る。

施設名 延べ利用人数 利用団体
体 育 館 ６４４人 地元育成会等
グラウンド １，１５０人 地元育成会、少年野球チーム等
テニスコート ７０５人 一般市民等
富 士 会 館 ２６０人 少年野球チーム、ボーイスカウト
プ ー ル ※ １９人 知的障害児（者）民間活動団体

合計 ２，７７８人
※プールの一般開放については、事故防止の観点から、利用の制限を行った。

○ 地域のボランティア等に対して、カラオケや踊り等の活動の場として 、法人施設（文化
センター）を提供した。

○ 春から秋にかけて、高崎市内の幼稚園や保育所の野外保育の場として、牧場を開放した。

○ 地元高校のマラソンコースや地域住民によるウォーキングラリーのイベントコース、地
域住民の散歩等の場として提供した。

イ 施設・設備等について、福祉 イ 研修会等の場としての提供
関係者の研修会等の場として提 ○ 群馬県や関係団体等の要請を受け、研修会等の場として法人施設（文化センター）を提
供する。 供した。

・群馬県知的障害者福祉協会初任者研修会 参加者数 ９９人
・群馬県行動援護従業者養成研修会（３日間） 参加者数 ３８人
・群馬県知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修（２回） 参加者数 ８０人
・群馬県知的障害者施設保護者会連絡協議会日帰り研修会 参加者数 ９８人
・群馬県摂食・嚥下研究会 参加者数１０２人

ウ 施設利用者と地域住民との交 ウ 地域との交流
流を進め、障害者に対する地域 ○ 平成２０年１０月１９日に「第６回のぞみふれあいフェスティバル」を開催した。
住民の理解を高めるため、施設 フェスティバルでは、イベントや施設利用者の製作品の展示のほか、地域住民を対象と
利用者と地域住民が参加するイ した施設見学ツアー、福祉サービス や医療相談等を行った。
ベントを企画し実施する。 なお、施設利用者は、模擬店等を利用して就労体験や買い物体験に参加し、地域住民と

の交流の機会を持つことに努めた。
・参加者数 １，９３８人

○ 平成２０年８月に「高校生ボランティア講座２００８」を開催した。
・８月２０日～２１日の２日間 参加者数 高崎市内１校１２人（延べ２４人）

○ 職員研修会や障害医療セミナーの開催に当たり、広く募集を行い、地域住民の参加を得
た。

・職員研修会 平成２０年１２月１７日 ７７人（地域住民 －人）
・障害医療セミナー ２０年 ６月１１日 １１０人（地域住民１６人）

２１年 ２月１８日 ９１人（地域住民１３人）

○ 中学校の職場体験学習として、平成２０年９月８日～１２日の５日間、高崎市内中学校
の生徒２７人を受入れた。

○ 近隣の特別支援学校（養護学校）の生徒に対して、現場体験利用の受入れを行った。
・参加者数 高崎市内３校８人

○ 地元中学校(吹奏楽部・ＪＲＣ)との交流会を当法人施設(文化センター)で開催した。
・福祉交流会 平成２１年３月１４日開催 参加者数 生徒４８人 職員３人

○ 地元小学校等を対象に、親子作業体験等のイベントを開催した。
・親子作業体験 平成２０年７月１９日開催 参加者数 １１家族２６人
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評価の視点等 【評価項目４ 効率的かつ効果的な施設・設備の利用】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

施設利用者に対する効果的なサービス提供の観点から、施設・設備の利用方 （委員会としての評定理由）
法について、継続して見直しを進めたほか、法人施設等の一般開放を積極的に 効率的な施設・設備の利用については、施設利用者に対する
行い、地元の福祉関係者、ボランティア、地域住民等が総数で延べ約５，００ 効果的なサービス提供の観点から、施設利用者の高齢化等の状
０人の利用があるなど、地域の社会資源・公共財としての役割を果たした。 況に応じた日中活動の充実を図るため、空き寮を活用した活動

支援棟の分場（サテライト）の設置や、地域生活体験ホームの
［評価の視点］ 集約化等の見直しを図るとともに、地域福祉の観点から、障害

・ 保有する建物等の資産について、適時・的確に利用方法等を検討し、有効活 実績：○ 者への理解を深めるための取組として、地域との交流を図るた
用に努めているか。（政・独委評価の視点事項と同様） ・ 法人内部に「資産利用検討委員会」を設置し、資産（土地、建物）の状況 めのふれあいフェスティバルを開催する等、積極的に施設・設

の再確認を行うとともに、効率的かつ効果的な利・活用の方法等を検討した。 備の有効活用に努めている。今後も、施設利用者への効果的な
（業務実績「①資産の効率的かつ効果的な利用の検討」Ｐ１１参照） サービス提供の観点や、地域の社会資源、公共財としての役割

を十分認識し、施設・設備の一層の活用方策について検討する
・ 施設利用者の減少や能力・障害の状況等を踏まえ、施設・設備等の効率的か 実績：○ ことを希望する。
つ効果的な利用が図られているか。 ・ 施設利用者に対する効果的なサービス提供の観点から、平成２０年度にお

いては、地域生活体験ホームの集約化と空き寮を活用した日中活動サービス
の充実を図った。また、平成２１年度において、施設利用者の高齢化等に対 （各委員の評定理由）
応した生活寮の再編成を実施するため、施設利用者の状況を再確認し、個々 ・ 施設の地域利用が行われている。立地条件をどう克服できる
の状況に適した治療・介護、支援のあり方等についての検討を２１年１月か のかが、今後の課題であるか。
ら行った。 ・ 「活用」について努力し、達成している。

（業務実績「①資産の効率的かつ効果的な利用の検討」Ｐ１１参照） ・ 努力されていることは認めるが、施設が広大であるため、多
少の費用をかけても、地域住民でも利用できる整備をより一層

・ 保有資産の活用について、監事の監査において適切にチェックを受けている 実績：○ すすめるべき。また、施設の管理費もかかると思われるため一
か。 ・ 平成２０年度の監事監査において、保有資産の活用に関する確認を受けた 部売却の検討を。

が、特段の問題はなかった。 ・ 計画通り。
（業務実績「③保有資産の適切な活用の確保」Ｐ１１参照） ・ 医療施設に大きな設備投資を行っているので、これをもっと

外部者が利用しやすいように図られたらいかがか。
・ 施設・設備等について、福祉関係者やボランティアの利用など、地域の社会 実績：○ ・ 評価の視点の細目のそれぞれにつき、順調な取り組みがなさ
資源・公共財として、地域住民への積極的な施設開放が行われているか。 ・ 法人の所有する施設・設備等の一般開放について、広報チラシの配布やホ れているため。終の棲家を想定して整備した施設が社会政策の

ームページに掲載するなど積極的に取組み、多くの地元福祉関係団体、民間 変更により役割を見直されているため、有効活用の評価は難し
活動団体等から利用された。また、毎年秋に開催し地元の行事として定着し い。 終的な利用者の人員規模等や地域移行へ至るモデルの想
た「第６回のぞみふれあいフェスティバル」には、平成２０年度も約１，９ 定など、施設の行き着く先を具体的に描くことが望まれる。
００人の地域住民、ボランティア等が参加し、好評を得た。 ・ 既存生活寮について「第三次寮再編」について、議論してい

（業務実績「②福祉関係者等への活動の場としての活用」Ｐ１２参照） る段階にある。
・ 施設の再編、敷地の利用なども含めて、包括的に見直し社会
情勢に合わせた計画を立てて実行する必要がある。

・ 地域の知的障害者等への医療が適切に提供されているか。 実績：○
・ 診療所において、地域の知的障害者（児）及び家族等に対するニーズに対
応できるよう、歯科をはじめ様々な診療科目を設定して外来診療を実施した。

（業務実績「①診療所の機能の活用」Ｐ１１参照）



14

中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

３ 合理化の推進 ３ 合理化の推進 ３ 合理化の推進 ３ 合理化の推進
契約は、原則として一般競争入札 重度かつ高齢の知的障害者という （１）「随意契約見直し計画」に基づく （１）「随意契約見直し計画」に基づく取組等

等によるものとし、以下の取組によ 施設利用者の特性を十分考慮しなが 取組等
り、随意契約の適正化を推進するこ ら、契約は原則として一般競争入札
と。 等によるものとし、以下の取組によ

り、随意契約の適正化を推進する。

① 「整理合理化計画」に基づき、 ① 「整理合理化計画」に基づき、 ① 「随意契約見直し計画」に基づ ① 「随意契約見直し計画」に基づく取組
国立のぞみの園において策定し 国立のぞみの園において策定し く取組 ○ 「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に遂行するため、随意契約によることが真に

た「随意契約見直し計画」（平成 た「随意契約見直し計画」の取組 平成２０年度において、「随意契 やむを得ないものを除き、一般競争入札等、競争性の高い契約方式へ移行した。
１９年１２月）の取組を着実に実 を着実に実施するとともに、その 約見直し計画」に基づく取組を着
施するとともに、その取組状況を 取組状況を公表する。 実に行い、契約の適正な実施を図 ○ 平成２０年度においては、医事業務委託について指名競争入札へ移行した。これにより、
公表すること。 るとともに、その取組状況を公表 清掃業務、設備管理業務等の主要業務については、競争性の高い契約方式への移行すること

する。 ができた。

○ なお、前年度（１９年度）の取組状況については、２０年７月に法人のホームページに掲
載し、公表した。

② 一般競争入札等により契約を行 ② 一般競争入札等により契約を行 ② 競争性、透明性の確保 ② 競争性、透明性の確保
う場合であっても、特に企画競争 う場合であっても、特に企画競争 平成２０年度において、一般競 ○ 一般競争入札の実施に向けて検討し、厚生労働省の国庫補助を受けて行うスプリンクラー
や公募を行う場合には、競争性、 や公募を行う場合には、競争性、 争入札等のうち企画競争や公募を 設置工事をはじめ、６件について一般競争入札による契約を実施した。
透明性が十分に確保される方法に 透明性が十分に確保される方法に 行う場合には、競争性、透明性が また、平成２１年１月１３日付けで要綱を改正し、企画競争を実施する場合は、公募によ
より実施すること。 より実施する。 十分に確保される方法により実施 り行うこととし、競争性・透明性の確保に努めた。

する。 なお、平成２１年度分の清掃・設備官営等の主要業務委託契約についても、指名競争入札
から一般競争方式に移行し、２０年度中に入札を行った。

③ 監事及び会計監査人による監査 ③ 監事及び会計監査人による監査 （２）入札・契約の適正な実施の確保 （２）入札・契約の適正な実施の確保
において、入札・契約の適正な実 において、入札・契約の適正な実 監事及び会計監査人による監査 ○ 監事監査において、会計規程に基づく入札・契約が適正に実施されているか関係書類等の
施について徹底的なチェックを受 施について徹底的なチェックを受 において、入札・契約の適正な実 確認を受けるとともに、随意契約見直し計画の実施状況についても確認を受けたが、特段の
けること。 ける。 施について徹底的なチェックを受 指摘はなかった。

ける。 また、同様に、会計監査法人による監査においても、契約にかかる決裁文書及び証拠書類
について確認を受けたが、問題はなかった。

（３）外部委託の検討 （３）外部委託の検討
平成２０年度における新しい事

業等の実施状況を見極めながら、 ○ 障害者自立支援法に基づく新しい事業等の検討の中で、外部委託の適否についての検討は
外部委託の検討を行う。 行ったが、新たに該当する業務は見当たらなかった。

評価の視点等 【評価項目５ 合理化の推進】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

「随意契約見直し計画」に基づき、概ね計画どおり見直しを進めた。 （委員会としての評定理由）
「随意契約見直し計画」に基づき見直しを進め、平成２０年

度において随意契約によることが真にやむを得ないものを除き、
［評価の視点］ 競争性の高い契約方式に移行するなど、合理化を計画的に進め

・ 「随意契約見直し計画」の実施状況はどうか。また、その状況について公表 実績：○ ているものと認められる。
しているか。（政・独委評価の視点事項と同様） ・ 「随意契約見直し計画」を着実に遂行するため、随意契約によることが真

にやむを得ないものを除き、一般競争入札等、競争性の高い契約方式へ移行
した。 （各委員の評定理由）
また、こうした見直し状況の公表は、毎年度実施することとし、平成２０ ・ 随契の見直しは、当然のことである。

年度においては、１９年度分について、ホームページに掲載した。 ・ 合理化は、推進されている。
（業務実績「（１）「随意契約見直し計画」に基づく取組」Ｐ１４参照） ・ 自己評価のとおり。

・ 計画通り。
・ 一般競争入札を実施。

・ 一般競争入札等の実施状況はどうか。そのうち、企画競争や公募を行う場合 実績：○ ・ 評価の視点の細目のそれぞれにつき、順調な取り組みがなさ
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には、競争性、透明性が十分に確保させる方法により実施しているか。 ・ 平成２０年度においては、スプリンクラー設置工事をはじめ、６件につい れているため。
（政・独委評価の視点事項と同様） て、一般競争入札による契約を実施した。また、２１年１月には企画競争を ・ 真にやむを得ないものを除き、一般競争入札等の競争性の高

実施する際の要綱を改正し、競争性、透明性を確保するため、公募により行 い契約方式へ移行している。
うこととした。 ・ 随意契約に関する状況は、法人側の意見にもあるとおり、当
なお、２１年度分の清掃、設備管理等の主要業務についても、指名競争方 然の姿勢と考えられる。

式から一般競争方式へと移行し、２０年度中に入札を行った。
（業務実績「（１）「随意契約見直し計画」に基づく取組等」Ｐ１４参照）

・ 入札・契約の実施状況について、監事及び会計監査人による徹底的なチェッ 実績：○
クを受けているか。（政・独委評価の視点事項と同様） ・ 監事監査において、入札・契約状況が適正であるか関係書類等の確認を受

けたが、特段の問題はなかった。
また、会計監査法人による監査においても、契約事務手続について確認を

受けたが、問題はなかった。
なお、平成２０年度より、法人事務局内に契約関係も含めた審査体制の強

化を図るため、監査担当の部署を新設し、１，０００千円以上の契約案件に
ついては、決裁において内容等の審査を行っている。
（業務実績「（２）入札・契約の適正な実施の確保」Ｐ１４参照）

・ 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切性等、必要 実績：○
な評価が行われているか。（政・独委評価の視点） ・ 契約方式に係る会計規程等については、契約の適正化を図るため、平成２

０年度おいて必要な見直しを行うととともに、その他の検討項目について、
平成２１年度中に改正を行うこととしている。
【見直しの状況】

①し意的な運用を排除するため、包括的随契条項を削除した。
（平成２０年１２月２６日改正済）

②予定価格の作成・省略に関する規程等の整備 （平成２１年度改正予定）
③総合評価方式や複数年度契約に関する規定の整備

（平成２１年度改正予定）

・ 法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人について、当該法人と関 実績：○
連法人との関係が具体的に明らかにされているか。当該法人との業務委託の妥 ・ 平成２０年度においては、財団法人国立のぞみの園協力会と４件（３０，
当性についての評価が行われているか。（政・独委評価の視点） ０００千円）の業務について契約を締結したところであるが、業者選定に当

たっては、全て競争入札により決定しており、契約の適正化が図られている。

・ 関連法人に対する出資、出えん、負担金等（以下「出資等」という。）につい 実績：○
て、法人の政策目的を踏まえた出資等の必要性の評価が行われているか。 ・ 財団法人国立のぞみの園協力会に対する出資等は行っていない。

（政:独委評価の視点）
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

第３ 国民に対して提供するサービスそ 第２ 国民に対して提供するサービスそ 第２ 国民に対して提供するサービスそ 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき
の他の業務の質の向上に関する事項 の他の業務の質の向上に関する目標 の他の業務の質の向上に関する目標 措置
通則法第２９条第２項第３号の国 を達成するためとるべき措置 を達成するためとるべき措置

民に対して提供するサービスその他
の業務の質の向上に関する事項は、
次のとおりとする。

１ 自立支援のための取組 １ 自立支援のための取組 １ 自立支援のための取組 １ 自立支援のための取組
重度の知的障害者に対する先導的

かつ総合的な支援の提供等を目的と
する国立の施設であることを踏まえ、
次の取組を行うことにより、重度か
つ高齢の知的障害者の自立に向けた
モデル的な支援の確立に努めるとと
もに、他の知的障害関係施設等に対
し、これらの知的障害者に対する支
援方法等のモデルを提供する。

（１）重度知的障害者のモデル的な支 （１）地域移行に向けた取組 （１）地域移行に向けた取組 （１）地域移行に向けた取組
援を行うことにより、施設利用者 中期目標に基づき、より多くの ① 施設利用者の地域移行のスピー ① 施設利用者の地域移行のスピードアップ
の地域への移行を積極的に推進 地域移行の実現に向けて、地域移 ドアップ ア 地域移行の実績
し、施設利用者数について、独立 行の取組を丁寧かつきめ細かく進 ア 施設利用者の地域移行の取組 ○ 地域移行への取組は、これまでどおり丁寧かつきめ細かく計画的に進めた。平成２０年
行政法人移行時（平成１５年１０ める。 について、引き続き丁寧かつき 度においても、地域移行の推進に向けて、具体的かつ重点的に取り組むため、平成１８年
月）と比較して、３割縮減するこ め細かく進めるとともに、より 度に設置した役職員から構成される「地域移行スピードアップチーム」における検討を継
と。 多くの地域移行の実現に向けて、 続し、実効性のある事業等を企画し実行した。

効率的かつ効果的に取組み、平 なお、スピードアップチームの会議は４回開催した。
成２０年度中に１５～２０人程
度の地域移行を目指す。 ○ 平成２０年度においては、過去 大の２４人が地域移行のため退所し、２０年度の目標

値を達成した。（独立行政法人となった平成１５年１０月以降の合計は６８人。）

＜平成２０年度地域移行者の状況＞
性 別 男 １４人 女 １０人

移行先都道府県 １都１０県 東京都2人，群馬県9人、埼玉県4人、島根県1人、
高知県1人，静岡県1人，兵庫県2人、愛知県1人
神奈川県1人，福岡県1人、山形県1人

＊群馬県９人には援護の実施者の市町村のある千葉県
神奈川県・北海道の３人が含まれる。

＊埼玉県４人には同様に神奈川県の１人が含まれる。

年 齢 平均５７．５歳 （３４歳～７７歳）

在 籍 年 数 平均３３年６ヶ月 （１０年３ヶ月～３７年８ヶ月）

＜地域移行の実績＞
第１期中期目標期間 第２期 合計

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 小計 20年度 小計
０人 ５人 ６人 １４人 １９人 ４４人 ２４人 ２４人 ６８人

○ なお、これにより、平成２０年度末の施設利用者数については、３９５人となり、独立
行政法人移行時（１５年１０月）と比較して、約２割減となった。

・施設利用者数
独立行政法人移行時 ４９９人 → ３９５人（△１０４人）

(※）上記の地域移行の実績と差があるが、死亡等を含むため。

○ 本人・保護者の同意が得られ、現在関係自治体や事業所と調整中になっている者は、平
成２０年度末現在で、２３人となっている。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

＜調整中の者の状況＞ （平成２１年３月３１日現在）
区 分 男 女 計

受入事業所決定（施設・自治体の入所調整による待機） ６ ２ ８
受入事業所決定（ケアホーム待機中，在宅） ２ １ ３
受入事業所を探している ６ ６ １２

計 １４人 ９人 ２３人

イ より障害程度区分の高い者、 イ 難易度の高い者の地域移行
より難易度の高い者の地域移行 ○ 平成２０年度に地域移行した者のうち、３／４が障害程度区分４以上であり、第１期中
に向けた取組を強化する。 期目標期間の実績と比較して、障害程度区分の高い者の割合が増加した。

・地域移行した者の中で障害程度区分４以上の割合
第１期中期目標期間 ７０．４％ → ２０年度 ７５．０％

＜地域移行した者の障害程度区分の比較＞
第１期中期目標期間 平成２０年度

人 数 割 合 人 数 割 合
区分１ １人 2.3％ － －
区分２ ３ 6.8 － －
区分３ ９ 20.5 ６ 25.0％
区分４ １０ 22.7 ９ 37.5
区分５ １１ 25.0 70.4 ５ 20.8 75.0
区分６ １０ 22.7 ４ 16.7
合 計 ４４人 100.0％ ２４人 100.0％

評価の視点等 【評価項目６ 施設利用者の地域移行のスピードアップ】 自己評価 Ｓ 評 定 Ｓ

地域移行の実現に向けて丁寧かつきめ細かい取組を継続しつつ、平成２０年 （委員会としての評定理由）
度においても、必要に応じてより効果的な方法に見直すなど、取組内容の充実 平成２０年度においては、昨年度の実績１９名を更新し、過
を図った。これにより、平成２０年度においては、年度目標を大幅に上回り、 去 大となる２４名の施設利用者が出身地等のケアホーム等で
かつ過去 大の２４人の地域移行を達成した。 の生活に移行すべく、のぞみの園を退所している。併せて、地

域移行の新規同意者についても２９名となり、過去 大値を達
成している。このような成果を上げるため、施設利用者及び保

［数値目標］ 護者・家族等への懇切なる説明、施設利用者への地域生活体験
・重度知的障害者のモデル的支援を行うことにより、施設利用者の地域への移行 ・ 地域移行等により、平成２０年度末の施設利用者数は、３９５人となり、 事業の実施、出身地等の関係自治体、受入先施設・事業所等へ

を積極的に推進し、施設利用者数について、独立行政法人移行時（平成１５年 独立行政法人移行時（１５年１０月）と比較して、約２割減となった。 の協力要請等を時間をかけて粘り強く行ったものと認められ、
１０月）と比較して、３割縮減すること。 （業務実績「①施設利用者の地域移行のスピードアップ」Ｐ１６～１７参照） こうした努力の結果、確実に数字として積み上げてきたことを

高く評価する。

・施設利用者の地域移行の取組について、引き続き丁寧かつきめ細かく進めると ・ 平成２０年度における地域移行者数は、地域移行の取組を開始して以来、 （各委員の評定理由）
ともに、より多くの地域移行の実現に向けて、効率的かつ効果的に取組み、平 大の２４人となり、目標の１５～２０人を大幅に上回った。 ・ 難しい課題であるが、よく推進されていると思う。しかしな
成２０年度中に１５～２０人程度の地域移行を目指す。 （業務実績「①施設利用者の地域移行のスピードアップ」Ｐ１６～１７参照） がら、随分と遅い取組ではある。

・ 目標をこえて達成している。これまでの長い準備期間の成果
がやっと出てきているのではないか。ただし、Ｓ評価とする程
とは考えない。

［評価の視点］ ・ 過去 大の移行数。
・ 施設利用者数について、独立行政法人移行時と比較して３割を縮減する目標 実績：○ ・ 地域移行（２４人）の実績。難易度が高い者の移行への実績。
に対する進捗状況はどうか。 ・ 地域移行等により、平成２０年度末の施設利用者数は、３９５人となり、 ・ 地域移行という大変困難な取組を行い、かつスピードアップ

独立行政法人移行時（１５年１０月）と比較して、約２割減となった。 して実施したことを評価。
これにより、残りの４年間を１５～２０人のペースで地域移行を進めるこ ・ 数値目標について、実績２４と、今年度計画を大幅に上回っ

とで第２期中期目標を達成する見通しが見えてきた。 たことにより、中期計画達成に関し今後１０～１５で達成でき
（業務実績「①施設利用者の地域移行のスピードアップ」Ｐ１６～１７参照） る状況に至ったことは、より困難な利用者が残ることによるス

ピードダウンを考慮しても中期計画を大幅に上回っていると評
価できる。

・ 地域移行については、年度目標１５～２０名にして本年度は
２４名を達成。

・ 入所者の高齢化に伴い、地域移行の難しさは極めて大きいと
考えられるので、自治体等との話し合い含めて改善する等、多
くの努力をされていることは評価できる。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

① 実施計画の作成と実践 ② 地域移行の段階的なプロセスの ② 地域移行の段階的なプロセスの実践
厚生労働省、関係地方自治体及 実践

び事業所等の協力のもと、施設利 ア 本人及び保護者の同意を得る ア 本人及び保護者の同意を得るための取組
用者一人ひとりについて、次によ ための取組 ○ 保護者会総会や各寮毎に行われる保護者懇談会及び保護者の面会のための来園の機会を
り地域移行に取り組むこととする。 次の取組みを行うことにより、 利用して､ 地域移行の取組みの状況等の説明を行った。

平成２０年度中に２５人程度の 地域移行に関する説明の際には、視覚で地域での生活を理解していただくため、既に地
ア 本人及び保護者等家族への説 保護者の同意を得る。 域移行した者の生活の様子を撮影した写真を編集したＤＶＤを作成し活用した。
明と同意の確保 また、地域移行した者を紹介する「のぞみの園地域移行通信」を年間６回発行し、各生

活寮で行う広報紙の送付に同封することにより、保護者全員に配布した。
イ 地域移行に向けた個別支援計 a 移行先を具体的かつ丁寧に説 さらに、少しでも地域移行に関心を示した家族に対しては、出身地等の地域移行先の社

画に基づく生活・日中活動に 明することにより、具体的な 会資源を紹介し、周辺の福祉環境が大きく改善されていることの理解を求めた。
関する個別支援の提供や、地域 地域生活のイメージを持たせ、
生活体験の実施 安心感を与える。

＜平成２０年度保護者懇談会実施状況＞
実施寮 参加家族数 出席者数

第１課 １０ １２０ １８６
第２課 ９ １１５ １６３
地域生活体験ホーム ３ １１ １４

計 ２２か所 ２４６ 人 ３６３ 人

○ この結果、平成２０年度においては、２９人の保護者から新たに地域移行の同意を得る
ことができ、２０年度の目標値を達成した。
なお、平成１９年度までに同意を得て調整していた２２人と合わせると５１人となった。

（このうち、２４人が地域移行した。ただし、地域移行には同意したもののうち、４人が
疾病等による長期入院や死亡などにより、結果的に地域移行を断念した。）

＜地域移行の同意を得られた推移＞
新たな同意者数 累 計 うち地域移行者数

平成１５～１９年度 ６６人 ６６人 ４４人
平成 ２０年度 ２５人 ９１人 ２４人

(29人が同意したがうち4人が困難)
計 ９１人 ６８人

（ ９５人）

b 移行前に地域生活体験ホー ○ 施設利用者の個別支援計画（施設入所支援、日中活動支援）の作成に当たって、地域生
ムにおいて地域生活体験を 活への移行に向けて､洗濯、買い物等のＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）が可能となるよう
経験させることにより、不 必要な支援内容を確認し支援計画を作成した。
安感を解消する。

○ 宿泊体験、地域生活体験等の提供
地域生活への移行が円滑に行えるよう、施設利用者の状況に応じて地域生活体験ホーム

における宿泊体験を実施した。
具体的な地域移行の準備を行うため、第１段階として、設備・職員体制の整った地域生

活体験ホームにおいて短期間又は中期間の宿泊体験を実施し、その後、第２・第３段階と
してできる限り地域生活に近い環境の中で地域生活体験が可能となるよう、施設内及び施
設外の地域生活体験ホームに長期間利用する方法により実施した。
また、重介護を必要とするあかしあ寮及びやまぶき寮の施設利用者についても、受入体

制の整った地域生活体験ホームにおいて宿泊体験を実施した。

〈平成２０年度は次の３段階で実施〉
種 別 場 所 場 所 勤務体制

第１段階 宿泊体験 地域生活体験ホーム「くるん」 施設外法人所有（バ 夜勤体制
リヤーフリー）

第２段階 地域生活体験 地域生活体験ホーム「あおぞら」 施設内職員宿舎 宿直体制
第３段階 地域生活体験 地域生活体験ホーム「ひじり」 施設外一般住宅 宿直体制
（※１）宿泊体験

地域生活体験ホーム「くるん」において、施設利用者の状況に合わせて短期（１～２泊）、
中期（１週間以上１ヶ月未満）の宿泊体験を行った。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

また、身体介護が必要な者について、地域生活を体験するために必要な支援体制を検証す
ることを目的に、平成２０年１１月から当該体験ホームにおいて、重介護型の宿泊体験をモ
デル的に実施した。そのため、担当職員を生活支援部で実施した介護技術研修に参加させた。

＜平成２０年度宿泊体験の実施状況＞
体験方法 実人数 延べ人数 延べ日数
宿泊体験 ６２人 ７９人 ４９２日
重介護型 ２ ６ ４５

計 ６４ ８５ ５３７

（※２）地域生活体験
施設利用者に対して、地域での生活に近い生活環境での地域生活体験を実施した。

地域生活体験ホーム「あおぞら」 ９人
「ひじり」 ３人
「くるん」 ４人 （各年度末現在、実人員）

（※）「くるん」では、車いすを利用し、食事、排泄等常時身体介護を必要とする
者、福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した対象者も長期利用してい
る。

○ 具体的に地域移行を予定する者に対しては、移行先の事業所の見学や現地での宿泊体験
を実施した。

＜移行予定事業所の見学、宿泊体験状況＞ ２９人（１都１０県）に対し実施
利用者 移 行 見学 宿泊体験 退所日 利用者 移 行 見学 宿泊体験 退所日

予定先 回数 予定先 回数
1 (女) 群馬県 0 1回(6日) H20.4. 6 16(男) 長野県 3 0 －
2 (男) 群馬県 0 1回(6日） H20.4. 6 17(女) 埼玉県 3 0 －
3 (男) 群馬県 0 1回(6日） H20.4. 6 18(男) 広島県 2 0 －
4 (男) 埼玉県 2 0 H20.6.30 19(女) 広島県 2 0 －
5 (女) 埼玉県 1 0 H20.6.30 20(女) 広島県 3 0 －
6 (女) 埼玉県 2 0 H20.6.30 21(男) 神奈川 1 0 －
7 (男) 静岡県 1 2回11日) H20.8.19 22(男) 神奈川 2 0 H21.3.8
8 (男) 埼玉県 2 1回(7日) H20.8.31 23(女) 群馬県 2 1回(16日) －
9 (男) 東京都 1 1回(8日) H20.10.6 24(男) 和歌山 1 0 －

10 (女) 東京都 1 1回(8日） H20.10.6 25(男) 愛知県 1 1回（8日） H21.4.1
11 (女) 愛知県 2 0 H20.12.23 26(女) 兵庫県 2 0 H20.8.30
12 (女) 兵庫県 4 0 H21.1.18 27(男) 高知県 1 0 H20.6.1
13 (男) 群馬県 1 0 H21.1.31 28(女) 広島県 3 0 －
14 (女) 群馬県 1 0 H21.1.31 29(男) 神奈川 1 0 －
15 (女） 群馬県 2 0 H21.1.31
＊平成２０年度内で実施した利用者であり必ずしも年度内に地域移行していない者も含まれる。

評価の視点等 【評価項目７ 本人及び保護者の同意を得るための取組】 自己評価 Ｓ 評 定 Ｓ

施設利用者及び保護者に対する地域移行の同意を得るための取組について、 （委員会としての評定理由）
引き続き丁寧かつきめ細かく行った。平成２０年度においては、地域移行の説 平成２０年度においては、保護者・家族等の高齢化や意識の
明に当たって全体説明から個別相談を重視するなど、個別対応の強化を図ると 変化等を考慮し、個々のニーズに応じた一層のきめ細かな対応
ともに、具体的な地域生活に向けて、宿泊体験等をより効果的に提供できるよ を図るため、保護者・家族等への地域移行の説明として、全体
う、地域生活体験事業の再整備を図るなど、取組方法等の積極的な改善に努め 説明から個別面談重視に切替えるとともに、地域移行の具体的
た。これにより、過去 大となる２９人の保護者から新たに同意を得るなど、 なイメージを抱くことができるよう、地域移行した者の生活の
内容を含めて計画を大きく上回る成果を上げることができた。 様子を画像で紹介するＤＶＤを新たに製作している。併せて、

施設利用者に対しては、個々の状況に応じて効果的な宿泊体験、
地域生活体験等を段階的に提供するなど、施設利用者及び保護

［数値目標］ 者・家族等に対し、より短期間で成果を上げることができる取
・ 平成２０年度中は、目標を大きく上回る２９人の保護者から新たに地域移 組を工夫しながら実践している点を高く評価する。

・平成２０年度中に２５人程度の保護者の同意を得る。 行への同意を得ることができた。 なお、今後の地域移行については、施設利用者の重度・高齢
（業務実績「②地域移行の段階的なプロセスの実践」Ｐ１８～１９参照） 化等により年々条件が厳しくなるものと考えられるが、平成２

０年度における取組をさらに推進し、施設利用者本人及び保護
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者・家族等の個々のニーズを丁寧に把握し希望に沿った地域移
行を実現できるよう、さらに粘り強くきめ細かな対応に努める
とともに、地域移行に同意又は理解が得られない保護者・家族

［評価の視点］ 等に対する取組を一層強化することにより、地域移行の同意等
・ 施設利用者の地域移行に向けて、施設利用者本人及び保護者等に対して、ど 実績：○ の拡大にも重点を置いて取り組むことを希望する。
のように取り組んでいるか。 ＜①について＞
① 施設利用者及び保護者等への説明と同意の確保に関して、どのように取り ・ 各生活寮において行われる年間１～２回の保護者懇談会や、保護者の面会
組んでいるか。 のための来園の機会を利用して、地域移行に関する説明を行った。平成２０ （各委員の評定理由）

② 施設利用者に対する生活・日中活動支援や、地域生活体験の実施状況はど 年度は、保護者会等における説明方法を全体説明から個別対応に切替え、保 ・ 「今さら」といわれたらの作業であろう。よく取り組まれて
うか。 護者会前後の時間を活用して、個別相談を行った。 いる。

説明に当たっては、既に地域移行した者の生活の様子を撮影した写真を編 ・ 取組は前進している。
集したＤＶＤを新たに作成し、視覚に訴えて理解を促した。こうした説明会 ・ 自己評価で書かれている通り。利用者が高齢化、長年の入所
の後には、家族等の意向を随時確認し、希望により、地域移行先の社会資源 者であることを考えると、地域移行は困難を期すると思われる
等を紹介するなど、地域移行の具体的なイメージづくりに努力した。 が、大変丁寧に実施されていることを高く評価します。
また、平成２０年度においては、保護者全員に対して、地域移行した者を ・ 数が過去 高であった。新しい取り組みを行いはじめた。

紹介する「地域移行通信」について、年間３回を６回配布とし、地域移行の ・ 個別対応を強化は当然のこと。Ｓ評価までの取り組みではな
状況に触れる機会を増やしたほか、保護者懇談会に参加しない等の来園の少 い。
ない保護者に対しても、こうした方法により、積極的に施設利用者の状況等 ・ 体験ホームの役割を明瞭化するなど、実践的かつきめ細かく
を報告する取組を行った。 対応しており、その結果が地域移行のスピードアップにつなが

っていると評価。
＜②について＞ ・ 評価の視点の細目に係る実施状況が順調であり、数値目標は
・ 施設利用者に対して、個々の状況に応じて一定期間の宿泊体験等を提供す 年度計画を１６％上回ったため。
る地域生活体験ホームを３か所で実施した。平成２０年度においては、施設 ・ 地域移行に関して、本人及び保護者の同意が得られた数が目
利用者の状況に応じて、①設備・職員体制の整った小集団による地域生活体 標を上回る２９人であった。
験、②街中にあるより地域生活に近い環境の中での地域生活体験を段階的に ・ 保護者とのコミュニケーションを密にする、情報発信などの
提供し、円滑に地域への移行が可能となるよう、各々の役割を明確にし、利 回数をふやすなど、努力されており、目標以上の成果が得られ
用期間も変えるなど、効果的な宿泊体験、地域生活体験を提供した。 ている。評価がＳかどうかは長期的に見てみないとわからない

（業務実績「②地域移行の段階的なプロセスの実践」Ｐ１８～１９参照） のでは。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

ウ 厚生労働省、関係地方自治体、 イ 移行先の確保 イ 移行先の確保
事業所等の協力による移行先の 出身都道府県・市町村や地域 （ア）国・地方自治体への協力要請
確保 のキーパーソンからの紹介等を ○ 厚生労働省や関係団体等が開催する全国規模の会議において、地域移行関係資料を提供

受け移行先事業所を開拓する。 し協力を要請した。
エ 移行後の生活について、移行 平成２０年度においては、埼 ・全国障害保健福祉関係主管課長会議（平成２０年３月５日）

先の協力により本人、保護者が 玉県、東京都、富山県、山梨県、 a.厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部から、国立のぞみの園の地域移行の取
安心・信頼できる環境を整備 長野県、静岡県、愛知県、高知 組への理解と協力を要請。

県に対して、重点的に地域移行 b.平成２０年度の重点都道府県として、１都７県（埼玉県、東京都、富山県、山
への協力を依頼する。 梨県、長野県、静岡県、愛知県、高知県）に対して重点的に協力要請。

また、群馬県出身者等に対し
て、地域移行の受け皿としてケ ＜平成２０年度１都７県の実績＞
アホームを設置する。 対象利用者数 重点対象者数 地域移行者数 移行先決定

ケアホーム 施 設 （待 機）
１９１ 人 １１人 ６ 人 ４ 人 ６ 人

・全国心身障害者コロニー連絡協議会（平成２０年１１月６日）

○ 厚生労働省と連携し、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課施設管理室長
名での全国の都道府県、市区町村に対する地域移行の協力を求める通知（平成２０年４月
１１日付け事務連絡）の発出を受け、法人としても、理事長名で協力を要請する通知（平
成２０年４月１７日）を送付した。

○ こうした取組を踏まえ、地域移行を予定しいる施設利用者の出身都道府県、市区町村に
対して、随時・個別に地域移行に向けた具体的な調整を行った。

＜協力要請の状況＞
都道府県 １都１府１７県 ７７ 回
市区町村 ３４市２区６町 １９８ 回

計 ２７５ 回

（イ）地域移行の受け皿としてのケアホーム設置
○ 群馬県出身者等を対象として、平成２０年４月にケアホーム「やちよ」、２１年２月にケ

アホーム「さくら」を高崎市内に開設した。従来のケアホーム「おおいし」と合わせて３
か所のケアホームを運営し、新たに群馬県出身者５人、県外出身者であるが身元引き受け
者がいない者２人の地域生活移行の受け皿となった。

なお、平成２０年度に地域移行した者２４人のうち、半分の１２人が上記を含むケアホ
ームでの地域生活に移行している。

ケアホーム 定 員 現 員 男 女 平均障害程度区分
おおいし ５ ４ ４ ０ ３．３
やちよ ５ ５ １ ４ ３
さくら ４ ４ ２ ２ ４．５

計 １４ １３ ７ ６ ３．５
＊平均年齢 ５９．８歳

○ なお、ケアホームを支援するため、平成２０年４月高崎市内に「地域生活支援センター
準備室・みらい」を設置し、３カ所のケアホーム入居者の支援を行った。特に、重度・高
齢者の日中活動の支援を実施した。

ウ 移行者に対する地域生活の定 ウ 移行者に対する地域生活の定着支援
着支援
・ 移行直前の健康診断の実施 （ア）移行直前の健康診断の実施
を徹底する。 ○ 移行直前の健康診断を診療所において実施した。併せて、移行先においても継続した医

療支援が必要なケースについては、診療情報提供書を交付した。

・ 移行先事業所と連携して地 （イ）地域移行者のフォローアップ
域生活の定着を図るためのフ ○ 地域移行者のフォローアップとして、地域移行した者（法人の運営するケアホームに入
ォローアップを徹底して行う 居した者等を除く６２人）を対象として、①移行先事業所等への訪問し、本人と面接、②
ほか、高崎市に所在するケア 電話等による連絡を行い、生活の状況を確認した。
ホーム等への移行者に対して
は、地域相談支援センターに
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よる支援を行う。 ○ 今後の地域移行を進めるための参考とするため、移行先事業所等と本人を対象としてア
ンケート調査を実施した。（１３事業所等、１３人）

＜フォローアップの状況＞
地域移行した者（累計） ６８ 人
移行自治体数(都道府県) ２７
男女別 男３５ 女３３

（※）上記のうち、法人の運営す 回 数 １ 回 １１ 人
るケアホームに入居した者、 ２～４ １０
通所利用者、地域移行後に死 ５～９ １７
亡した者を除く６２人に対 １０～ ２４
し実施。 計 ６２

方 法 来 所 ８ 回 （ ７人）
（延べ回数、 訪 問 ４５ （１９ ）
（ ）は延べ人数） 手 紙 １４ （ ８ ）

電 話 ５００ （６１ ）
計 ５６７ （９５ ）

評価の視点等 【評価項目８ 移行先の確保、移行者に対する地域生活の定着 自己評価 Ａ 評 定 Ａ
支援】

地域移行先の地方自治体に対して、引き続き地域移行への理解と協力に関す （委員会としての評定理由）
る要請を行った。平成２０年度においては、厚生労働省と法人の双方から文書 地域移行先を確保するため、群馬県出身者等の地域移行の受
を同時に発出し協力依頼を行うとともに、地域移行の受け皿として、２０年度 皿として、共同生活介護（ケアホーム）を２か所開設し運営す
中に新たに共同生活介護（ケアホーム）を２か所設置するなど、地域移行先の るとともに、地域生活の定着を支援することを目的として、①
確保に積極的に取り組んでおり、年度計画を上回る内容となった。 これらのケアホームに地域移行した者に対して、日中活動を含

めた総合的な支援を提供する地域生活支援センター事業を平成
２０年４月から実施、②それ以外の群馬県外等に地域移行した

［評価の視点］ 者に対しては、訪問、電話等により生活等の状況を確認するな
・ 施設利用者の地域移行の実現のため、地域移行先の自治体や施設・事業所等 実績：○ ど、フォローアップを定期的に行っており、地域生活の具体化
との協力・調整について、どのように取り組んでいるか。 ＜①について＞ のための取組を効果的に実施していることを評価する。
① 地域移行先を確保するための取組はどのように行っているか。 ・ 厚生労働省や関係団体が開催する全国規模の会議において、地域移行に関
② 移行後の生活について、移行先の協力を得て、本人及び保護者等が安心・ する資料等を提供し、協力を求める要請を行った。また、厚生労働省主催の
信頼できる環境を整備しているか。 全国会議の際に実施した個別説明会においては、平成２０年度に特に重点的 （各委員の評定理由）

に調整等を行う自治体として、東京都ほか８県の担当者と直接協議を行った。・ 地域移行を唱える以上、当然の作業であろう。
さらに、平成２０年度中に、厚生労働省及び法人から全国の都道府県、市区 ・ 定着支援はされている。
町村に対して、追加で協力依頼の通知を発出するなど、２０年度は、厚生労 ・ 自己評価のとおり。
働省と連携を強く取り効果的な取組を行った。 ・ 新しい取り組みに積極的。

（業務実績「イ 移行先の確保」Ｐ２１参照） ・ 丁寧なフォローアップの実施。
・ 受け皿となるケアホームを増やし、支援を着実に実施してい
る。

＜②について＞ ・ 確保について法人内施設整備と他施設要請双方につき積極的
・ 地域の受入先となる関係自治体や施設・事業所と連携を密にして、地域移 に取り組んでいること、定着支援についても順調に実施してい
行を予定する者に も適したライフプランを作成し、地域生活の実現を図っ ると評価できるため。
た。また、地域移行後には、地域移行した者の移行後の様子の聞き取りや本 ・ 都道府県等に対する働きかけを強め、地域移行の受け皿とし
人からの相談等、地域移行後のアフターケアに努めた。 てケアホーム２カ所を新設している。支援体制としても、地域
（業務実績「ウ 移行者に対する地域生活の定着支援」Ｐ２１～２２参照） 生活支援センター準備室を設置している。

・ 法人直営のケアホームにおける支援とは、施設内での対応と
どのように異なるのか。
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② 地域移行モデルの情報提供 ③ 地域移行モデルの作成 ③ 地域移行モデルの作成
これまで蓄積された地域移行の これまでに地域移行した者の事 ○ 現在までの地域移行の成果の蓄積を踏まえ、地域移行者の状態像の分析を行い、今後の地

実績等を踏まえ、他の知的障害関 例を分析し、移行者の障害の状況、 域移行に向けた指標作りをするとともに、他施設の地域移行のプロセスを把握し、地域移行
係施設等に対して、重度かつ高齢 能力等に応じた地域移行ヘの手順 に向けた支援方法の３類型（①本人、②保護者、③移行先行政、事業所）を作成した。
の知的障害者の地域移行に向けた の類型化を図る。 なお、これらの成果については、法人内研究「重度・高齢の知的障害者に対する地域移行
支援モデルの情報提供を行う。 また、全国の知的障害関係施設 のプロセスの確立に関する調査・研究」として取りまとめた。

における地域移行の実践事例の収
集を行う。 ○ 第２期中期目標期間に入り、これまでの地域移行の取組全般を体系的に整理するとともに、

特徴的な地域移行の事例を分析し、経過と留意点等を取りまとめた報告書「地域移行の軌跡」
を作成し、全国の知的障害関係施設の取組の参考となるよう広く配布した。

（２）重度知的障害者に対する自立の （２）行動障害等を有するなど著しく （２）行動障害等を有するなど著しく （２）行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対する支援
ための先導的かつ総合的な支援を 支援が困難な者に対する支援 支援が困難な者に対する支援
行うことにより、サービスモデル 行動障害等を有するなど著しく
等を構築し、他の知的障害関係施 支援が困難な者の自立した生活が ① 福祉と医療の連携によるサービ ① 福祉と医療の連携によるサービス提供
設等への普及に取り組むこと。 可能となるようなサービスモデル ス提供 ○ 自閉症及び行動障害等を有する者に対して、生活支援部の特別支援寮において、適切な支

等を構築するとともに、他の知的 行動障害等を有するなど著しく 援を提供した。また、日中活動の場として、平成２１年１月より空き寮を活用して支援を提
障害関係施設等に対して情報提供 支援が困難な者に対して、自立し 供することとした。
を行う。 た生活が可能となるよう、診療所 なお、支援に当たっては、診療所の精神科医、臨床心理士等と連携して、自閉性、行動障

機能を有効に活用し福祉と医療の 害、言語発達等の心理調査を行うなど、効果的なサービス提供に努めた。
連携による効果的なサービスを提
供する。 ○ 自閉症及び行動障害等に関して高い知見と経験を有する自立支援の専門家を「参事」（非常

なお、実施にあたっては、外部 勤）として招聘し、特別支援寮を中心に支援技術の指導及び助言を受けた。
から行動障害等の専門家を招聘し、 また、平成２０年５月から２１年２月までの間、参事を講師として、毎月１回「自閉症
専門的な指導・助言を受けて実施 講座」を開催した。
する。 ・自閉症講座 １０回開催 受講者延べ人数５４０人

② 新規受入の再開 ② 新規受入の再開
行動障害等を有するなど著しく ○ 平成２０年度の計画に基づき、福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者

支援が困難な者を有期限により受 （罪を犯した知的障害者）２人の受入れを開始した。これらの対象者に対して、社会生活へ
入れ、施設入所支援、自立訓練等 の適応と速やかな地域生活への移行を図るため、計画的に施設入所支援、就労移行支援を提
の日中活動支援を提供する。 供するなど、効果的な支援に努めた。

③ 日中活動支援の充実 ③ 日中活動支援の充実
提供する日中活動について、個 ○ 障害者自立支援法の目指す理念や、施設利用者の高齢化及び重度化等の状況を考慮して、

々の障害の特性、能力等に応じて 平成２１年１月より活動支援棟のサテライト（分場）において、多様な活動メニューを提供
効果的なサービス内容とするため、 し、個々のニーズに即した適切な日中活動となるよう、内容の充実を図った。
平成２０年度において就労移行支
援を新たに実施するなど、日中活 ○ 平成２０年１０月より、就労移行支援事業を利用定員１０人で開始した。
動のメニューの充実を図る。

④ 罪を犯した知的障害者に対する ④ 福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者（罪を犯した知的障害者）に対す
モデル的支援の提供 るモデル的支援の提供

罪を犯した知的障害者に対して ア 担当職員の養成・研修
再犯を防止し自立に向けた支援を ○ 新たな事業を取り組むに当たり「社会生活支援センター準備室」を設置し、１１人の職
提供するため、担当職員の育成を 員を他の業務との兼務で配置した。
はじめとした実施体制の整備を図 ・スタッフ会議 １８回開催
るとともに、平成２０年度後半を ・企画会議 ２０回開催
目途に罪を犯した知的障害者の有
期限による受入れを行い、自立に ○ 法人の全職員が事業の意義と目標を共有するため、平成２０年４月から５月までの間に、
向けたモデル的支援を提供する。 職員を対象とした説明会を開催した。
また、これらの実践等を通じて、 さらに、刑務所等での知的障害者の状況を調査するため、次の法務関係施設を視察した。

矯正・更生保護等の関係機関と連
携・協力による効果的な支援のあ
り方と必要な体制、機能について 少年院 神奈川医療少年院 H20.5.14 22人参加
検討する。 刑務所 喜連川社会復帰促進センター 6.25 25

前橋刑務所 8. 1 24
更生保護施設 群馬仏教保護会 8. 1 24
先駆的施設 知的障害者施設「かりいほ」 12. 5 5
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イ 受入準備と支援
（ア）入所の決定と合同支援会議

○ 矯正施設（刑務所・少年院）から受け入れるため、本人に対する面接・調査を行い、当
法人の入所審査会・理事会等の必要な手続を経て入所を決定した。

これと並行して矯正施設・保護観察所・援護の実施者（市町村）による合同支援会議を
受刑中に開催し、必要な福祉サービスの受給手続と地域生活支援を目的とした個別支援計
画を作成した。

（イ）新規受入と適切な支援の提供

○ 平成２０年１０月と２１年２月にそれぞれ１名（合計２名）を受け入れ、生活寮から職
員宿舎、施設の地域生活体験ホームへと地域生活の自立に向けて段階的な支援を実施した。

また、日中活動としては、就労移行支援に所属し、就労支援や職場実習を行うなど、早
期の地域生活への移行に向けて取り組んだ。

（ウ）相談支援の実施
電話・来園・訪問など７月以降２５回の相談支援を実施した。

ウ 効果的な支援のあり方と必要な体制、機能に関する検討
○ 厚生労働省の補助を受け実施した研究事業の一環として、学識経験者、関係団体、事業
実施法人等を委員とし、法務省、厚生労働省がオブザーバーとして参加する「社会生活支
援センター研究検討委員会」を開催し、対象者に対する矯正と福祉が連携した支援のあり
方、必要な体制、機能に関する検討を行い、報告書を取りまとめるとともに、厚生労働省、
法務省が計画する「社会生活定着支援センター」構想への提言を行った。

・事業実施法人 国立のぞみの園、長崎県（社福）南高愛隣会
滋賀県社会福祉事業団

・厚生労働省への提言 平成２０年１２月１２日
・「罪を犯した知的障害者等の地域支援の手引き」「支援の事例集」を含んだ報告書を
取りまとめ。

評価の視点等 【評価項目９ 行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者 自己評価 Ａ 評 定 Ｓ
に対する支援】

行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対する支援の一環として、 （委員会としての評定理由）
外部専門家を招き自閉症及び行動障害等を有する施設利用者に対する支援の充 自立支援のための取組として、新たに「福祉の支援を必要と
実を図った。また、新たに平成２０年度から開始した「福祉の支援を必要とす する矯正施設等を退所した知的障害者への支援事業」を平成２
る矯正施設等を退所した知的障害者への支援事業」について、効率的に実施体 ０年度から実施している。対象者の受入準備を進めるため、平
制を整備し、２０年度中に対象者２人を受け入れるとともに、その成果等をも 成２０年４月にこの事業を円滑に進めるためのプロジェクトチ
とに厚生労働省に対して提言等を行うなど、短期間のうちに計画以上の成果を ームを新設し、①矯正施設、保護観察所等の法務関係機関との
上げた。 緊密な連携を図り、対象者の選定と一定のルール下における個

人情報の収集、②法務関係機関、出身地等の関係自治体と合同
で協議を重ね、対象者の個々の支援計画を策定するとともに、

［評価の視点］ これに並行して、ア.法務関係機関の視察や研修等を行うことに
・ 重度・高齢の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援のあ 実績：○ よる支援スタッフの養成、イ.早期に地域生活移行を目指すため

り方を検討し、能力・障害の状況等に合わせた効果的な施設入所支援、日中活 ・ 施設利用者の高齢化及び重度化等を踏まえ、個々のニーズに即した適切な の具体的な支援方法の検討と福祉サービスの受給手続の支援等
動支援の提供を行っているか。 日中活動支援を提供するため、日中活動のメニューの充実を図るとともに、 を行うなど、事業実施に向けて計画的かつ効率的にその準備に

様々な場所で日中活動が受けられるよう、活動支援棟のサテライト（分場） 取り組んだものと認められる。平成２０年度は、この事業の対
を設置した。 象者として合計で２名を受け入れ、早期の地域生活移行を目指
また、施設利用者の状態に合わせた施設入所支援を提供するため、平成２ して、生活支援、就労支援等の効果的な支援を提供したが、こ

１年度の実施に向けて、生活寮の再編に関する検討を開始した。 の事業を実施するまでの準備内容や具体的な支援の状況を報告
（業務実績「③日中活動支援の充実」Ｐ２３参照） 書として取りまとめるとともに、全国の福祉・法務関係者を対

象にセミナーを開催し、この事業の必要性に関する周知と地域
定着支援の実践の参考となるよう、その課題等について積極的

・ 行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対する支援に関して、どの 実績：○ に情報発信に努めており、準備期間を除くと約半年間という短
ように取り組んでいるか。 ・ 自閉症及び行動障害等を有する者に対して、生活支援部の特別支援寮にお い時間の中で、初年度として一定の成果を上げたことを高く評

いて支援を行った。平成２０年度は新たな取組として、自閉症等に関して高 価する。
い知見と経験を有する自立支援の専門家を招へいして、支援技術の指導及び 今後も事業を継続し実践する中で、地域生活へ移行するため
助言を受けた。 の効果的な支援方法等を検証するなど、事業対象者に対するモ
また、こうした取組の一環として、平成２０年度においては、福祉の支援 デル的な支援の確立に向けて引き続き取組を進めることを希望

を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援を開始した。２０年 する。
度当初から職員への研修等を行うなど準備を進め、２０年１０月から対象者
を１人受入れた。その後、２１年２月にさらに１人を受入れ、社会生活への
適応支援、就労支援を行っているところであり、早期の地域生活への移行を （各委員の評定理由）
目指し取組んでいる。 ・ 大変意義のある、パイロット的な支援だと思う。しかし、事
（業務実績「（２）行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対する 例数が上がれば、さらに方法論が確立されるものと思う。



25

支援」Ｐ２３～２４参照） ・ この事項は、Ｓで良い。現在、 も不足している利用者の受
け入れにスタートできたことはＳとして評価できる。

・ 全国の知的障害関係施設等の参考となるよう、重度の知的障害者に対する地 実績：○ ・ 新しい業務として国における一定の役割を担えるのであれば、
域移行を図るための支援モデルや、行動障害等を有するなど著しく支援が困難 ・ これまでの地域移行の蓄積等を踏まえ、地域移行に向けたモデル作りに取 その成果を大いに期待するとともに、今後の発展を積極的に考
な者に対するサービスモデルの構築に向けて、どのように取り組んでいるか。 組んだ。これらの成果等については、平成２０年度の法人内研究として取り えていただきたい。
また、他の知的障害関係施設等への情報提供については、どのように取り組ん まとめ、２１年度に向けて情報発信に努めることとしている。また、同様の ・ 新しい取り組みに積極的。
でいるか。 観点から、これまでの地域移行の取組全般を体系的に整理するとともに、特 ・ モデル的支援の実施。困難事例に対する取り組みは評価でき

徴的な地域移行の事例を分析し、留意点等をまとめた報告書を作成し、公表 る。
した。 ・ 著しく支援が困難な者に対し、就労して地域移行という困難
行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者に対するサービスモデルに なことに関し大きな成果を出せた。

ついては、その一環として行った福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所 ・ 評価の視点の細目について、すべて着実に実施されており、
した知的障害者への支援を実施する中で、効果的な支援のあり方と必要な体 行動障害について新規形態の利用者受入れを現実に開始したた
制、機能に関する検討を行い、平成２０年度の調査・研究として取りまとめ め。
た。 ・ ２０年度該当者２名の早期地域生活移行を目指した支援を実

（業務実績「③地域移行モデルの作成」他 Ｐ２３参照） 践。
・ も対応の難しい障害者に対する専門的な支援は、本法人の

ような施設でないと対応できないことであろうから、全国的に
も模範となる活動である。本法人の活動として、さらに推進さ
れていきたい。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

２ 調査・研究 ２ 調査・研究 ２ 調査・研究 ２ 調査・研究
（１）重度知的障害者の地域移行、行 （１）調査・研究のテーマ等の設定 （１）調査・研究のテーマ （１）調査・研究のテーマ

動障害等を有するなど著しく支援 調査・研究のテーマ等の設定に ① 厚生労働省からの受託研究 ① 厚生労働省からの補助を受けて実施した研究
が困難な者の支援方法等につい 当たっては、重度知的障害者の地 ア 行動援護従業者養成研修プロ ア 「行動援護従業者養成研修プログラムの全国的な普及と行動援護サービスの標準化に関す
て、各年度において具体的なテー 域移行プロセスの確立に関するこ グラムの全国的な普及と行動援 る調査・研究」
マ等を設定し調 査・研究を行う と、行動障害等を有するなど著し 護サービスの標準化に関する調 行動援護サービスの提供実態と課題を把握し、今後の行動援護サービスが果たすべき役割
こと。 く支援が困難な者の支援方法等に 査・研究（３年計画の３年次目） と質の向上を図るため、研修のあり方を検討する際の基礎資料を得ることを目的に、事業所
なお、テーマ等の設定に当たっ 関すること、及び知的障害者の健 障害者自立支援法に基づく行 等に対するアンケート調査を実施した。

ては、障害福祉施策の動向や社会 康管理、医療と福祉の連携に関す 動援護の普及、サービスの質の 分析の結果、行動援護サービスの対象者を見出し、利用を勧めるような積極的な姿勢を有
的ニーズを踏まえ、障害福祉施策 ること等、障害福祉施策の動向や 確保及び事業者の養成を目的と する市町村が少ないこと、全体的に支給決定者数は低調なこと、このため行動援護の事業所
の推進に資するものであって、か 社会的ニーズを踏まえ、障害福祉 して、これまでの中央セミナー の少なからずサービス提供の実績が上がらない一方、支給決定は受けても地域にサービス提
つ、その成果が知的障害関係施設 施策の推進に資するものとなるよ において実践してきた演習プロ 供事業所がないことから実際の利用につながらない場合があること、行動援護サービス利用
等で活用されるなど実効性のある うにし、その成果が知的障害関係 グラムを全国に普及させるため 対象者の認定基準を１０点から８点に引き下げたことによる支給決定者への影響は、ほとん
ものとなるよう努めること。 施設等で活用されるなど実効性の の研修会をブロックごとに実施 どないこと等が明らかになった。
また、調査・研究の内容に応じ あるものとなるように、各年度ご するとともに、それらの実施状 （平成２０年度障害保健福祉推進事業（障害者自立支援調査研究プロジェクト）

て、関係機関等と連携・協力によ とに厚生労働省の意見等を踏まえ 況等を踏まえた研修の効果の把
り実施すること。 て設定する。 握と評価を行う。併せて、行動

援護従業者の実態を把握し、事
業運営上の課題の分析を行う。

イ 罪を犯した知的障害者の自立 イ 罪を犯した知的障害者の自立に向けた効果的な支援体制と必要な機能に関する調査・研究
に向けた効果的な支援体制と必 知的障害者の再犯を防ぎ、地域生活移行を推進するために、どのよう機能を持った支援体
要な機能に関する調査・研究 制を整備することが効果的であるか、その体制のあり方と必要な機能について研究を実施し

罪を犯した知的障害者の再犯 た。（長崎県（社福）南高愛隣会と滋賀県社会福祉事業団との共同研究事業）
を防止するために効果的な支援 （平成２０年度障害保健福祉推進事業（障害者自立支援調査研究プロジェクト））
のあり方と必要な体制、機能に
ついて、調査・研究を行う。

② 法人内研究 ② 法人内研究（主なもの）
ア 重度・高齢の知的障害者に対 ア 「重度・高齢の知的障害者に対する地域移行のプロセスの確立に関する調査・研究」
する地域移行のプロセスの確立 第１研究と第２研究の２本立てとなっている。第１研究として、国立のぞみの園の地域移
に関する調査・研究（５年計画 行の取組において、現在までの地域移行の成果の蓄積を踏まえた上で地域移行者の状態像の
の１年次目） 分析を行い、その結果を踏まえて今後の地域移行に向けた指標作りをすることを研究の目的

これまでに地域移行した者の とし、地域移行における重点項目の洗い出しを行った。
事例を分析し、移行者の障害の 第２研究としては、国立のぞみの園及び他施設の地域移行のプロセスを明らかにし、地域
状況、能力等に応じた地域移行 移行に向けた支援方法の３類型（①本人、②保護者、③移行先行政、事業所）を作成した。
ヘの手順の類型化を図る。

また、全国の知的障害関係施
設における地域移行の実践事例
の収集を行う。

イ 知的障害者の健康管理・医療 イ 「知的障害者の健康管理・医療と福祉の連携に関する調査・研究」
と福祉の連携に関する調査・研 「群馬県知的障害者の医療を考える会」の成果物として「受信サポートメモリー」が群馬
究（３年計画の１年次目） 県より発行され、県内の福祉・教育関連団体、医療機関等に配布されたが、この「受信サポ

平成１６年度から１８年度に ートメモリー」の利用状況を調査し、利用実態及び利用者の声を把握するために調査を実施
実施した厚生労働科学研究の過 した。
程で開発した、知的障害者の医
療機関の円滑な受診をサポート ウ 「重度知的障害者の日中活動に関する研究」
するツールの利用状況について、 高齢又は重度知的障害者の日中活動の参考となるような活動を把握し、今後の日中活動に
調査を行う。 資することを目的に、全国の知的障害者入所更生施設１４１２ヶ所を対象にアンケート調査

を実施した。

エ 「実習施設と共同による新カリキュラムに対応した相談援助実習プログラムの開発」
社会福祉士及び介護福祉士法改正を受けて、相談援助実習で学ぶべき内容が新たに提示さ

れたことから、国立のぞみの園での実習を通して学ぶことのできる内容や特徴も含めて提示
することにより、教育及び人材確保に資することを目的に実施した。実習施設である当施設
と教育機関である日本社会事業大学が共同研究体制を編成して、国立のぞみの園における実
習指導の蓄積と新たに検討すべき内容を実習指導者へのインタビューにより調査し、新カリ
キュラムで求められる実習内容を盛り込んだ「相談援助実習プログラム・マニュアル」を試
作した。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

（２）調査・研究の実施体制等 （２）調査・研究の実施体制等 （２）調査・研究の実施体制等
① 方針・内容の協議 ① 実施体制 ① 実施体制

各年度において行う調査・研究 ア 外部の有識者等から構成する ア 国立のぞみの園研究会議の開催
の基本的な方針や具体的な内容に 「国立のぞみの園研究会議」を ○ 第１回国立のぞみの園研究会議を平成２０年６月に開催し、１９年度の調査・研究の概
ついて、外部の有識者等から構成 平成２０年度に２回開催し、調 要報告をするとともに、中期目標における５ヵ年の調査・研究計画及び２０年度の調査・
する「国立のぞみの園研究会議」 査・研究の基本的な方針や具体 研究についての指導・助言を受けた。
において協議を行う。 的な内容について協議等を行う。 また、平成２１年３月に第２回研究会議を開催し、２０年度の調査・研究の概要報告を

するとともに、２１年度の調査・研究についての指導・助言を受けた。
・国立のぞみの園研究会議の開催状況

第１回 平成２０年６月 ６日開催
第２回 ２１年３月２７日開催

イ 計画的かつ効率的に調査・研 イ 調査・研究調整会議の開催
② 業務の計画的・効率的な実施 究を実施するため、国立のぞみ ○ 第１回調査・研究調整会議を平成２０年６月に開催し、国立のぞみの園研究会議の決定

調査・研究業務について、計画 の園研究会議の下に設置する「調 事項を踏まえ、１９年度の研究報告及び２０年度の研究体制と計画について検討を行うと
的かつ効率的に進めるため、国立 査・研究調整会議」を定期的に ともに、進捗状況等を把握し計画的に進めるため、合計で４回の会議を開催した。
のぞみの園研究会議の下に「調査 開催し、国立のぞみの園研究会
・研究調整会議」を引き続き設置 議における決定事項を踏まえ、 ・国立のぞみの園調査・研究調整会議の開催状況
し、具体的な実施体制の検討や関 具体的な実施体制の検討や関係 第１回平成２０年 ６月１７日開催 １９年度研究報告、２０年度研究体制と計画
係各部所との連携・調整、進捗状 各部所との連携・調整、進捗状 第２回 ２０年１０月３１日開催 研究の進捗状況及び今後の研究の予定
況の把握並びに調査・研究の成果 況の把握並びに調査・研究の成 第３回 ２１年 １月３０日開催 中間まとめの検討
の検証等を行う。 果の検証等を行う。 第４回 ２１年 ３月１３日開催 終まとめの検討

③ 外部の研究者等との連携・協力 ② 外部の研究者等との連携・協力 ② 外部の研究者等との連携・協力
調査・研究の内容に応じて、外 調査・研究の内容に応じて、外 ○ 調査・研究の内容に応じて、外部の研究者や関係機関、関係団体等との連携・協力及び知

部の研究者・関係機関等と連携・ 部の研究者や関係機関、関係団体 的障害関係施設職員の研究協力を得て実施した。
協力して実施することが効果的な 等との連携・協力により実施する
場合には、適切な連携・協力体制 ことが効果的な場合には、適切な
の確保に努めることとする。 連携・協力体制を確保する。 協力団体等 群馬県知的障害者福祉協会、群馬県手をつなぐ育成会、群馬県自閉

また、人材活用の観点から、調 症協会、群馬県重症心身障害児者を守る会、日本社会事業大学
査・研究の内容に応じて、全国の 協力施設 （社福）かりがね福祉会、（社福）大久保学園、（社福）清心会
知的障害関係施設等の職員の参加 （法人） （社福）青い鳥福祉会、（社福）あいのかわ福祉会
を募って実施することも検討する。

評価の視点等 【評価項目１０ 調査・研究のテーマ、実施体制等】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

調査・研究を計画的かつ効率的に実施するため、国立のぞみの園研究会議及 （委員会としての評定理由）
び調査・研究調整会議において、具体的な研究課題とテーマの絞り込みを行う 調査・研究については、平成２０年４月から外部の人材の活
とともに、綿密なスケジュールを作成し、計画的かつ効率的に取組んだ。また、 用等により研究体制を整備し、第２期中期目標に基づき、厚生
テーマによって効果的な場合には、外部の研究者等を活用して実施した。 労働省から補助を受けて、障害者自立支援法に基づく支援サー

ビスのひとつである行動援護の普及に資するための調査・研究、
［数値目標］ 福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者の自

・外部の有識者等から構成する「国立のぞみの園研究会議」を平成２０年度に２ ・ 「国立のぞみの園研究会議」は、平成２０年度に２回開催し、調査・研究 立に向けた効果的な支援体制と必要な機能に関する調査・研究
回開催し、調査・研究の基本的な方針や具体的な内容について協議等を行う の基本的な方針等について整理した。 を行うなど、国の障害福祉施策の推進に資する調査・研究を行

（業務実績「（２）調査・研究の実施体制等」Ｐ２７参照） った。
さらに、法人の独自研究として、重度・重複の知的障害者の

［評価の視点］ 地域移行に関する調査・研究等を引き続き実施したほか、社会
・ 重度知的障害者の地域移行、行動障害等を有するなど著しく支援が困難な者 実績：○ 福祉士及び介護福祉士法の改正に伴う新カリキュラムに対応す

の支援方法等に関して、どのようなテーマ・内容等を設定して調査・研究に取 ・ 地域移行に関するものとして、「重度・高齢の知的障害者に対する地域移 る相談援助実習プログラムの開発に関する調査・研究を大学と
り組んでいるか。 行のプロセスの確立に関する調査・研究」、行動障害等を有するなど著しく の共同により新たに行うなど、積極的に取り組んでいる。

支援が困難な者への支援に関するものとして、「罪を犯した知的障害者の自 このうち、①行動援護の普及に関しては、全国的な普及拡大
立に向けた効果的な支援体制と必要な機能に関する調査・研究」及び「行動 が遅れている状況を踏まえ、平成２０年度において、行動援護
援護従業者養成研修プログラムの全国的な普及と行動援護サービスの標準化 サービスの拡大を阻害する要因を分析しサービスの標準化を図
に関する調査・研究」を実施した。 ることを目的に調査・研究を実施、②福祉の支援を必要とする

（業務実績「（１）調査・研究のテーマ」Ｐ２６参照） 矯正施設等を退所した知的障害者への支援に関しては、国にお
ける本格施行を平成２１年度に控え、国の示した基本的な枠組

・ 設定されたテーマ等に対して、どのような実施体制により取り組んでいるか。 実績：○ みに対して実践を通じて課題等を明らかにすること等を目的に
また、外部の研究者・関係機関等との効果的な連携は図られているか。 ・ 東洋大学教授ほか２名の有識者を迎え、厚生労働省がオブザーバーとして 調査・研究を実施するなど、その成果が一層効果的なものとな

参加する「国立のぞみの園研究会議」において研究方針を策定した上で、法 るよう内容、方法等を工夫して取り組んでいることが認められ、
人の役職員から構成する「国立のぞみの園調査・研究調整会議」において、 調査・研究に対して、着実に改善が図られている。今後も、研
具体的な研究課題やテーマの設定等を行い、研究担当者を決定し実施した。 究体制を整備し、国のモデル施設として、調査・研究のテーマ、
なお、テーマによって効果的な場合には、外部の研究者等の協力を得て調 内容等が障害福祉施策の推進に資するものであり、かつ、その

査・研究に取組んだ。 成果が他の知的障害関係施設等で活用されるものとなるよう一
（業務実績「（２）調査・研究の実施体制等」Ｐ２７参照） 層の充実に努めることを希望する。
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（各委員の評定理由）
・ 以前から定評のある事業であり、更に前進発展されることを
望む。

・ 前年度に比べ、調査・研究に取り組んでいる。
・ 目標をきちんと達成してると評価する。
・ 研究内容・発表も評価できる。
・ 研究会議２回、研究推進体制は弱い。
・ のぞみの園の特長を生かした研究を実施した。
・評価の視点の細目のそれぞれにつき、順調な取り組みがなされ
ているため。

・ 国立のぞみの園研究会議は２回実行。外部から有識者を２名
迎えている。目標は達成しているとみる。

・ 公募研究に積極的に取り組むことは評価できる。その他につ
いては、今後の発展を期待する。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

（２）成果の積極的な普及・活用 （３）成果の積極的な普及・活用 （３）成果の積極的な普及・活用 （３）成果の積極的な普及・活用
調査・研究の成果について、以 調査・研究の成果について、以

下により積極的な情報発信を行う 下により積極的な情報発信を行う
ことにより、知的障害関係施設等 ことにより、知的障害関係施設等
における普及・活用を図ること への普及・活用を図る。

① 広報媒体を活用した情報発信 ① 広報媒体の活用 ① 広報媒体の活用 ① 広報媒体の活用
調査・研究の成果について、ニ 研究紀要を年間１回以上発行す ア 調査・研究の成果のまとめと ア 研究紀要の発行等

ュースレターや法人ホームページ るほか、ニュースレターや法人の して、研究紀要（研究報告書） ○ 研究紀要の平成１９年度版について、２０年６月に発行した。平成２０年度版について
等の広報媒体を一層活用して、情 ホームページに分かりやすく掲載 を年間１回以上発行するほか、 は、研究成果の取りまとめ状況を踏まえ、早期発行に向けて編さん作業を行った。
報発信に努めること。 するなど、情報発信に努める。 調査・研究の要旨をニュースレ

また、関係学会や関係団体等の ターやホームページに年間１回、 ○ 調査・研究の要旨について、平成２１年３月発行のニュースレターに掲載するとともに、
協力を得て学会誌、機関誌への掲 分かりやすく掲載する。 ホームページの更新を行った。

イ 社会福祉学会や関係団体等の イ 関係団体等の学会誌等への掲載
学会誌、機関誌への調査・研究 ○ 日本社会福祉学会等の大会誌、会議資料に調査・研究の要旨を掲載した。
論文の掲載を図る。

・第４７回社会福祉研究大会（平成２０年６月２８日～２９日）
＜１テーマ＞
知的障害のある人の地域生活移行過程における生活満足度の把握に関する研究

・日本発達障害学会第４３回研究大会（平成２０年８月２日～３日）
＜１テーマ＞
行動障害・重度知的障害者のある人の更衣及び排泄支援～Ａさんの事例を通
して～

・日本福祉のまちづくり学会第１１回全国大会（平成２０年８月３１日～９月２日）
＜１テーマ＞
知的障害者、自閉症、広汎性発達障害など、コミュニケーション障害のある
患者の診療に関するアンケート調査の結果報告

・第１４回日本摂食・嚥下リハビリテーション学会学術大会
（平成２０年９月１３日～１４日）

＜１テーマ＞
当施設の高齢知的障害者の摂食・嚥下に関する調査

・日本心理学会第７２回大会（平成２０年９月１９日～２１日）
＜１テーマ＞
重度知的障害者施設における臨床報告、障害医療チームによる地域生活支援

～行動障害が改善し、認知発達した発達障害の事例～

・第２５回日本障害者歯科学会学術大会（平成２０年１０月１０日～１１日）
＜１テーマ＞
障害者における口腔の加齢的特徴

・日本社会福祉学会第５６回全国大会（平成２０年１０月１１日～１２日）
＜３テーマ＞
①行動援護従業者養成研修演習プログラムに関する研究～行動援護従業者に
対する意識調査を通して～

②知的障害者の地域生活移行における生活満足度の把握に関する研究
③地域移行の際の保護者の意志決定に関する調査研究～Ａ県における地域移
行に同意した保護者への聞き取り調査から～

② 講演会等の開催 ② 研修会、講演会等における発表 ② 研修会、講演会等における発表 ② 研修会、講演会等における発表
知的障害関係業務に従事する職 国立のぞみの園が主催する研修 ア 国立のぞみの園が主催するセ ア 法人主催のセミナーにおける発表

員等を対象とした講演会等を開催 会等において、調査・研究の成果 ミナー等において、調査・研究 ○ 当法人が主催する福祉セミナー（罪を犯した知的障害者への支援に関するセミナー）に
し、主要な調査・研究の成果の紹 を発表する機会を設ける。 の成果を発表する。 おいて、調査・研究の成果を発表した。
介を行うこと。 また、関係団体等の講演会、研 ・「罪を犯した知的障害者の地域支援に向けて」（平成２１年２月９日～１０日）

究会等において、出席の機会を活
③ 各種研究会等を活用した普及 用して、調査・研究の成果を紹介 イ 関係団体等の講演会、研究会、 イ 関係団体等の講演会等における発表



30

中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

全国的な各種研究会、学会等へ するなどの普及に努める。 学会等における出席の機会を活 ○ 群馬県知的障害者福祉協会等の依頼を受け、講演会等において、これまでの調査・研究
の出席の機会を捉えて、調査・研 用して、調査・研究の成果を紹 の成果等をもとに発表した。
究成果の紹介・普及に努めるこ 介する。 ・講演テーマ「自立支援法における個別支援計画のあり方について」
と。 （平成２０年５月８日 主催：群馬県知的障害者福祉協会）

・講演テーマ「支援ニーズに基づく個別支援の実際・評価～一人ひとりの豊かな
生活を実現するために～」

（平成２０年８月７日 主催：群馬県知的障害者福祉協会）

・講演テーマ「地域生活移行への取組～あたりまえの生活を目指して～」
（平成２０年１２月１６日 主催：群馬県心身障害者福祉センター）

・講演テーマ「罪を犯した知的障害者の支援」
（平成２１年１月２９日 主催：長野県社会福祉事業団西駒郷）

・講演テーマ「刑務所出所者等の受入に関わる先駆的な取組」」
（平成２１年３月２４日 主催：法務省、厚生労働省、全国更生保護

法人連盟）

評価の視点等 【評価項目１１ 成果の積極的な普及・活用】 自己評価 Ａ 評 定 Ａ

調査・研究の成果について、新たに研究紀要を発行するなど広報媒体物を活 （委員会としての評定理由）
用するとともに、法人主催のセミナーや関係団体等の大会、講演会等の多くの ニュースレター、研究紀要の発行等の広報媒体物による公表
機会を活用して、その普及に積極的に取組んでおり、計画を上回るものとなっ や、講演会や学会等の機会を活用した発表などにより積極的に
た。 行っていることを評価する。

［数値目標］
・研究紀要を年間１回以上発行する。 ・ 平成２０年度においては、研究紀要の１９年度版を発行した。 （各委員の評定理由）

（業務実績「①広報媒体の活用」Ｐ２８参照） ・ 学会発表が成果の普及になるのかどうか不明だが、研究紀要
はよくできている。ニュースレターに関しては、今回の内容（第

・調査・研究の成果のまとめとして、研究紀要（研究報告書）を年間１回以上発 ・ 平成２０年度においては、研究紀要の１９年度版を発行した。また、調査 ２０号）は新鮮であった。セミナーは、多くを学べるもので、
行するほか、調査・研究の要旨をニュースレターやホームページに年間１回、 ・研究の要旨について、ニュースレターに掲載したほか、ホームページを更 更に大々的に展開されるよう望むものである。
分かりやすく掲載する。 新した。その他、関係団体等の大会、講演会等の機会を積極的に活用した。 ・ 成果は積み上げている。

（業務実績「①広報媒体の活用」Ｐ２８参照） ・ 自己評価のとおり。
・ 研究内容・発表も評価できる。
・ 以前よりは成果の普及がはかられているが、研究を担う人が

［評価の視点］ 限定されている。
・ 調査・研究の成果について、知的障害関係施設等においてその成果等が活用 実績：○ ・ 研究紀要やニュースレターの発行等、成果を積極的に広める

できる内容となっているか。また、その普及を図るためにどのように取り組ん ・ 調査・研究のテーマについては、行動援護や福祉の支援を必要とする矯正 活動を行った。
でいるか。 施設等を退所した知的障害者への支援など、今後その取組が全国に拡大して ・ 評価の視点の細目のそれぞれにつき、順調な取り組みがなさ

いくことが期待されているものを選択した。 れているため。
こうした成果等については、広報媒体を効果的に活用するとともに、関係 ・ 研究紀要、ニュースレターを発行し、学会誌等へ調査・研究

団体等の大会や講演の場を利用して、その周知に努めており、法人主催の研 の要旨を掲載し、広報活動を積極的に実行している。セミナー
修会においては、関係省庁と連携して行った。 や講演会でも活発に成果を発表している。

（業務実績「（３）成果の積極的な普及・活用」Ｐ２８～２９参照） ・ 成果について普及はできている。活用については、今後の成
果をまつ必要あり。

・ 調査・研究の成果に関する評価の把握は行っているか。また、把握している 実績：○
のであれば、どのような評価を得ているのか。 ・ 調査・研究の成果に対しては、外部の有識者が参加する国立のぞみの園研

究会議において、意見等を伺う仕組を設けている。
また、調査・研究の成果については、広報媒体物を利用した発表を中心に

行っており、これを統計的に把握することはしていないが、例えば、法人が
主催する研修会等において発表する方法で行った場合には、アンケートによ

る内容の満足度・理解度を調査しており、概ね８割以上が好評との評価を得
ている。

（業務実績「②研修会・講演会等における発表」Ｐ２８～２９参照）
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

３ 養成・研修 ３ 養成・研修 ３ 養成・研修 ３ 養成・研修
次代の福祉の担い手を養成するた 次代の福祉の担い手を養成するた

めの効果的なプログラムを策定し、 めの効果的なプログラムを策定し、
全国の知的障害関係施設職員等を対 全国の知的障害関係施設職員等を対
象とした養成・研修を行うととも 象とした養成・研修を行うとともに、
に、ボランティアを希望する者には、 ボランティアを希望する者には、実
実践の機会を提供すること。 践の機会を提供する。
また、養成・研修の成果等が知的 なお、養成・研修の成果等が、知

障害関係施設等で活用されるなど、 的障害関係施設等で活用されるなど
実効性のあるものとなるように内容 実効性のあるものとなるように、具
等を具体的に設定するとともに、成 体的な内容、達成すべき目標等につ
果等を発表する機会を設けること。 いて、各年度ごとに厚生労働省の意

見等を踏まえて設定する。

（１）養成・研修 （１）養成・研修 （１）養成・研修
国の政策課題や知的障害者に対 ① 研修会、セミナーの開催 ① 研修会、セミナーの開催

する支援技術に関すること等をテ ア 全国の知的障害関係施設、事 ア 当法人主催のセミナーの実施
ーマに設定して研修会等を開催す 業所等の職員を対象として、国 ○ 全国の知的障害関係施設、事業所等の職員を対象として、当法人が主催し、次のセミナ
る。 立のぞみの園が主催により、次 ーを実施した。

また、国立のぞみの園のフィー のセミナーを実施する。
ルドを活用した大学・専門学校の a 厚生労働省の助成事業によ （ア）行動援護従業者養成研修中央セミナー
学生等の実習生の受入れについて り、行動援護従業者養成中央 ○ 行動援護従業者養成研修中央セミナーについて、その目的をこれまでの都道府県研修で
は、実習の目的に沿った実習プロ セミナー及び罪を犯した知的 中核的な役割を担う者の養成から、地方における行動援護の普及と従業者の養成を目的と
グラムを作成することとし、計画 障害者への支援に関するセミ した研修へと変更し、全国５ブロックにおける地方開催とした。
的かつ効果的な実習を提供する。 ナーを、平成２０年度にそれ 研修内容については、平成１９年度に策定した研修プログラムを活用するとともに、初

なお、こうした研修会等の場に ぞれ１回実施する。 日は、行動援護の概念や、対象者の障害特性、支援の方法等の基礎的な知識を学ぶことを
おいて、調査・研究の成果等を発 主眼としたプログラムを加えるなど、広く一般への普及が図られるよう工夫した。
表する機会を確保するよう、養成 なお、セミナーの開催にあたり、厚生労働省の専門官をオブザーバーに迎え、学識経験
・研修プログラムを工夫する。 者や先駆的に取り組む民間事業者等をメンバーとする検討会を１４回開催し、開催地の選

定やプログラムの検討等を行った。
開催地、開催日、参加者数（初日の参加のみを含む）及び修了者数は次のとおり。

・第１回 平成２０年９月９～１１日 於：北海道札幌市（かるで２・７）
参加者 ２８人、うち修了者２８人

・第２回 １０月２７～２９日 於：愛媛県松山市（愛媛県身体障害者福祉セ
ンター）
参加者 ４５人、うち修了者４１人

・第３回 １１月２５～２７日 於：東京都品川区（品川区立中小企業センタ
ー）
参加者 ８２人、うち修了者６８人

・第４回 １２月１６～１８日 於：岩手県盛岡市（岩手県医師会館、盛岡地
区合同庁舎）
参加者１１３人、うち修了者４３人

・第５回 平成２１年１月２６～２８日 於：佐賀県佐賀市（グランデはがくれ）
参加者 ８３人、うち修了者６１人

（イ）罪を犯した知的障害者への支援に関するセミナー
○ 福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者（罪を犯した知的障害者）の

再犯を防ぎ、地域生活移行を推進するため、地域の取組の必要性等を周知するとともに、
これを効果的に実施するための体制整備等にどのように取り組むか研修することを目的と
したセミナーを開催した。

福祉関係者等のこのテーマへの関心が高く、３４都道府県から２５０名以上の参加があ
ったが、福祉施設職員や地方自治体の福祉部局職員だけでなく、矯正施設や保護観察所の
関係者、保護司等も多数参加するなど、福祉サイドと法務サイドの関係者が一堂に会し、
今後の連携協力に向けて象徴的なセミナーとなった。

なお、国の直近の重要な政策課題をテーマとしていることから、福祉セミナーとして位
置付け実施した。

・「罪を犯した知的障害者の地域支援に向けて」
平成２１年２月９～１０日 於：高崎シティギャラリーコアホール

受講者：２９６人
（刑務所、保護観察所職員等４０人）
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b 国の政策課題となっているテ （ウ）福祉セミナー
ーマや関心の高いテーマを選 ○ 国の政策課題である「罪を犯した知的障害者（福祉の支援を必要とする矯正施設等を退
択し、福祉セミナーを平成２ 所した知的障害者）への支援」と近年対策が社会的に求められている「発達障害」に着目
０年度に２回実施する。 し、当法人の独自事業としてセミナーを開催し、全国の自治体関係者等の参加を得た。

・福祉セミナーの開催状況
第１回 「発達障害～その多様性と向き合う～」
平成２０年１１月７～８日 於：ホテルメトロポリタン高崎

受講者１００人
第２回 「罪を犯した知的障害者の地域支援に向けて」
平成２１年２月９～１０日 於：高崎シティギャラリーコアホール

受講者２９６人

c 先端の医学知識の紹介と普 （エ）障害医療セミナー
及を目的とした障害医療セミ ○ 施設で働く職員の健康管理を推進するため、精神的なストレスを抱えるなど精神面の健
ナーを平成２０年度に２回実 康問題を訴える者の増加が社会的な問題となっていることを踏まえ、「メンタルヘルスケア」
施する。 をテーマに取り上げたほか、施設利用者の高齢化や障害の重複等による介護機会の増加と、

それに対する健康課題への対処方法を習得するために「腰痛症」をテーマに、当法人の独
自事業として実施した。

・障害医療セミナーの開催状況
第１回 「知的障害者支援に携わる職員のメンタルヘルスケア」
平成２０年６月１１日 受講者 １１０人

第２回 「腰痛症」
平成２１年２月１８日 受講者 ９１人

イ 群馬県等の地方自治体から養 イ 群馬県からの受託による養成・研修事業の実施
成・研修事業を受託して実施す ○ 群馬県から次の養成・研修事業の委託を受けて実施した。
る。 ・群馬県行動援護従業者養成研修実施事業

平成２１年３月１１日～１３日 受講者３８人

・群馬県知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎研修実施事業
平成２１年１月１９日 受講者 ４７人

２１年２月２７日 受講者 ３３人
② 実習生の受入 ② 実習生の受入

ア 資格取得に当たって計画的か ア 実習プログラムの開発
つ効果的な実習を提供するため、 ○ 実習施設である当施設と教育機関である日本社会事業大学の共同研究により、新カリキ
社会福祉士及び介護福祉士の養 ュラムで求められる実習内容を盛り込んだ「相談援助実習プログラム・マニュアル」を試
成に適した実習プログラムを作 作した。
成することとし。平成２０年度
においては、これらの職種の養
成施設と連携・協力して、実践
的なメニューづくりに取り組む。

イ 保育士、訪問介護員等の資格 イ 資格取得等のための実習受入
取得のための実習場所として、 ○ 保育士等の各種養成機関の実習場所として、実習生の受入を行った。
国立のぞみの園のフィールドの
利用を希望する専門学校等の学
生の受入を積極的に行う。 ＜各種養成機関からの実習の受入＞

・社会福祉援助技術現場実習の受入
大学 ４校 ６人
短大等 ６校 ７人

・保育実習の受入
大学 １０校 ６４人
短大等 ２２校 １２０人

・財団法人介護労働安定センター介護職員養成研修実習の受入
平成２１年２月１３日 実習生 ３２人

・群馬職業能力開発促進センター介護職員養成研修実習の受入
平成２０年８月４日 実習生 ２人
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・群馬県介護福祉士養成校協議会訪問介護員養成研修実習の受入
相談事業に係る職員との同行訪問実習
平成２０年１２月４日 実習生 １人

・国立秩父学園養成所児童指導員科生の実習の受入
知的障害関係福祉施設職員等を養成
平成２０年９月１日～１３日 実習生 １人

・医学生の体験実習の受入
群馬大学医学部の障害医療のチーム医療実習
平成２０年９月８日～２６日 実習生 ６人

日本大学医学部の社会体験学習の外部施設実習
平成２０年９月８日～１０日 実習生 ２人

・訪問介護員養成校の実習受入
平成２０年１０月２３日～２５日 実習生 １８人

１１月１７日～１９日 実習生 １９人
・介護等体験（学校教員養成課程）

平成２０年６月１６日～２０日 実習生 １人

○ また、これ以外に課外授業のための１日実習として、次の受入を行った。

＜課外授業のための１日実習の受入＞

種 別 学校数 人 数

国立秩父学園養成所 １か所 ２０人

警察学校 １ ２９

大学 ２ ２２２

短期大学 １ ９９

専門学校及び看護学校 ３ １２８

中学校 １ ２７

合計 ９か所 ５２５人

（２）ボランティアの養成 （２）ボランティアの養成 （２）ボランティアの養成
国立のぞみの園のフィールドを ① ボランティアメニューの整備 ① ボランティアメニューの整備等

活用して、ボランティアを実践す 国立のぞみの園のフィールドを ○ 当施設のフィールドを活かした多様なボランティアメニューの再編成に向けた検討を行い、
る機会を積極的に提供するととも 活用した多様なボランティアメニ 平成２１年３月に整備しホームページで公表した。
に、多様なニーズに対応したメニ ューを平成２０年度中に整備し、
ューを用意する。 プログラムに沿って積極的な受入

を行う。 ○ 群馬県、群馬県社会福祉協議会、高崎市社会福祉協議会及び群馬県ボランティアグループ
協議会等に働きかけ、ボランティアコーディネーター養成研修やブロック会議の開催等につ
いて協議を行った。今後の取扱いについては、継続協議となったが、高崎地区のボランティ
アグループ協議会に参加し活動していくこととなった。

② ボランティアメニューの周知 ② ボランティアメニューの周知
施設紹介ビデオを活用して、国 ○ ボランティアの積極的な受入や養成を行うため、平成２０年８月に関係団体等に対して、

立のぞみの園の活動の周知を図る 施設紹介ビデオを配布するとともに、ボランティアの参加を促すパンフレットをリニューア
とともに、ホームページやニュー ルしホームページに掲載するなど、積極的にボランティア募集を行った。また、ニュースレ
スレター等にボランティアメニュ ターにおいても施設紹介ビデオを紹介し、ボランティア参加を呼びかけた。
ーを掲載する。 この結果、ボランティアの受入は、延べ９７８人となった。
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評価の視点等 【評価項目１２ 養成・研修、ボランティアの養成】 自己評価 Ａ 評 定 Ａ

平成２０年度は、国の直近の政策課題や社会的なニーズを踏まえて、実効性 （委員会としての評定理由）
の高いセミナーを開催し、多くの参加者を得ることができた。このうち、福祉 養成・研修事業に関しては、障害者福祉や保健医療に従事す
の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援に関するセミナ る者の資質向上を図るため、福祉セミナー等を積極的に実施し
ーについては、福祉と法務関係者が同じ目的に向かって一堂に会した有意義な ている。平成２０年度においては、行動援護事業の従業者の養
ものとなったほか、行動援護に関するセミナーについては、２０年度計画を超 成及び福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害
え全国５ブロックで開催するなど、質、量ともに年度計画を上回る実績を上げ 者への支援などの国の政策課題をテーマに、国から補助を受け
た。 て全国規模のセミナーを実施したほか、法人の独自事業として、

発達障害などの社会的に関心の高いテーマや、腰痛症、メンタ
［数値目標］ ルヘルスケアなどの福祉関係従事者にとって身近なテーマを選
・厚生労働省の助成事業により、行動援護従業者養成中央セミナー及び罪を犯し ・ 平成２０年度においては、行動援護従業者養成研修中央セミナー及び罪を び、多くの参加者を得て福祉セミナー等の研修を実施している。
た知的障害者への支援に関するセミナーを、平成２０年度にそれぞれ１回実施 犯した知的障害者への支援に関するセミナーをそれぞれ実施した。なお、行 併せて、保育士、社会福祉士等の各種養成機関等の実習場所と
する。 動援護従業者養成研修中央セミナーについては、全国を５ブロックに分けた して、多くの実習生を受け入れるとともに、大学との共同研究

地方開催とし、２０年９月以降、月１回のペースで実施した。 による実習プログラムの開発に取り組むなど、実習の充実にも
（業務実績「①研修会、セミナーの開催」Ｐ３０～３１参照） 取り組んでいる。

このうち、行動援護の普及に関するセミナーについては、全
国的な普及拡大が遅れている状況を踏まえ、参加が容易となる

・ 国の政策課題となっているテーマや関心の高いテーマを選択し、福祉セミナ ・ 福祉セミナーについて、社会的な課題となっている「発達障害」と「福祉 よう、これまでの中央開催から全国５ブロックでの地方開催に
ーを平成２０年度に２回実施する。 の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援（罪を犯した 見直すとともに、研修プログラムの初日には、行動援護の基礎

知的障害者への支援）」の２つのテーマを取り上げ、合わせて２回実施した。 を学ぶプログラムとして広く一般参加が可能となるようにする
（業務実績「①研修会、セミナーの開催」Ｐ３０～３１参照） など、その実施方法、内容を工夫して実施しており、養成・研

修に対して積極的に取組み、内容の充実を図ったことを評価す
る。

・ 先端の医学知識の紹介と普及を目的とした障害医療セミナーを平成２０年 ・ 障害医療セミナーについて、施設で働く職員の健康管理を推進するため、 今後も、国のモデル施設として、国の政策課題に関連する取
度に２回実施する。 「メンタルヘルスケア」と「腰痛症」をテーマに、２回実施した。 組を継続するとともに、知的障害関係施設等の支援に従事する

（業務実績「①研修会、セミナーの開催」Ｐ３０～３１参照） 者等に対する養成・研修事業の一層の充実に努めていくことを
期待する。

［評価の視点］ （各委員の評定理由）
・ 養成・研修の実施状況はどうか。 実績：○ ・ 社会福祉士養成の新カリキュラムに対応した研修生の受け入

・ 平成２０年度においては、全国の知的障害関係施設職員等を対象として、 れなど施設のスケールメリットを生かした取り組みが考えられ
行動障害、発達障害への対応、職員の健康管理等の関心の高いテーマや、国 よう。
の政策課題となっている福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的 ・ 受け入れ数は評価できる。実習内容の研究（社会事業大学の
障害者への支援をテーマに実施し、約１，０００人の参加者を得た。 協力）も評価できる。

（業務実績「①研修会、セミナーの開催」Ｐ３０～３１参照） ・ 目標が具体的数値化されていないため評価が困難である。こ
の項目に関しては、当該法人がより一層発展し強化するよう要
請する。

・ 国の政策課題への対応や、知的障害関係施設においてその成果等が活用でき 実績：○ ・ 着々と行われている。
る養成・研修の内容・テーマとなっているか。 ・ 知的障害関係施設において適切なサービスを提供するためには、従事する ・ 日本社会事業大学との新カリキュラム、実習プログラムの開

職員の健康管理が重要であることから、「メンタルヘルスケア」と「腰痛症」 発、実習生の増大。
について、テーマとして取り上げ、好評を得た。 ・ セミナーを積極的に実施した。
また、国の直近の政策課題である福祉の支援を必要とする矯正施設等を退 ・ 評価の視点の細目すべてについて、積極的な取り組み実績で

所した知的障害者への支援事業（調査・研究及びセミナー）を実施し、この あると評価できるため。
成果等について厚生労働省に中間報告をしたが、２１年度に厚生労働省の新 ・ 養成・研修、ボランティアの養成活動には、積極的対応して
規施策として予算計上された「社会生活定着支援センター運営事業」の基本 いることがみてとれる。
的な骨格作りに貢献した。 ・ 全国各地でのセミナー開催、特定地域のセミナー実施、職員

（業務実績「①研修会、セミナーの開催」Ｐ３０～３１参照） のメンタルヘルスおよび職業病についての講習は評価できる。
実習生、ボランティアの積極的な受入れも今後進めていただき
たい。将来、実習生やボランティアに対する旅費等の支援もで

・ 大学・専門学校の学生等に対する効果的な実習プログラムを策定し、計画的 実績：○ きるよう、国にも働きかけて頂けるとよいのでは。
かつ効果的な実習を提供しているか。 ・ 実習施設である法人と教育機関が連携して共同研究を実施し、社会福祉士

及び介護福祉士法の改正により必要となった実習カリキュラムを盛り込んだ
プログラムを開発した。

（業務実績「②実習生の受入」Ｐ３１～３２参照）

・ ボランティアの養成の取組状況はどうか。 実習：－
・ ボランティアの受入を進めるため、施設紹介ビデオやボランティアを促す
パンフレットなどの広報媒体物の整備を積極的に行ったほか、一層の拡大に
向けてボランティアメニューの再構築を図った。

（業務実績「（２）ボランティアの養成」Ｐ３２参照）
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

４ 援助・助言 ４ 援助・助言 ４ 援助・助言 ４ 援助・助言
重度知的障害者の地域移行、障害 援助・助言の業務について、地方 （１）援助・助言の利用拡大 （１）援助・助言の利用拡大

者自立支援法に基づくサービスの支 自治体等に周知することにより利用 ホームページ等の広報媒体を活 ○ 国立のぞみの園の業務や、援助・助言の内容、利用方法について、ニュースレターに掲載
援技術等、国立のぞみの園における 拡大を図るとともに、国立のぞみの 用して、国立のぞみの園の業務や し、広く紹介した。さらに、援助･助言の内容や、利用方法をＰＲしたリーフレットを作成し、
専門的・先駆的な取り組みや調査・ 園における地域移行の取組や障害者 援助・助言の内容、利用方法等に ニュースレターに同封し、関係機関をはじめ、障害者支援施設等へ配布するなど、一層の周
研究の成果等に基づき、知的障害関 自立支援法に基づくサービスの実践、 ついて周知を図り、利用拡大に努 知を図った。
係施設等の求めに応じて援助・助言 調査・研究の成果等を踏まえ、地域 める。 また、ＰＲ用リーフレットをＰＤＦ形式化し、ホームページへの掲載を行い利用拡大に努
を行うことにより、知的障害関係施 移行や様々なサービスの実施方法、 めた。併せて、当施設の見学者等の来訪時においても配布した。
設等における自立支援活動に寄与す 支援技術等に関すること等について、
ることが可能となるよう、実効性の 専門的かつ効果的な援助・助言を実 （２）専門的かつ効果的な援助・助言 （２）援助・助言の提供
あるものとすること。 施する。 の提供 障害者自立支援法の事業体系への移行準備を進めている知的障害者関係施設等の求めに応じ
また、援助・助言の業務の周知を 障害者自立支援法に基づく障害 て、援助・助言を行った。

図り、全国の知的障害関係施設等か 福祉サービスの実践を踏まえ、自 平成２０年４月から２１年３月までの援助・助言の件数は、９１件となっている。
らの利用がなされるよう努めるこ 立支援法の事業体系への移行準備 「援助・助言」の概要は、次のとおり。
と。 を進めている知的障害関係施設等

に対して、事業運営の方法や支援 ＜平成２０年度の件数＞
技術等など、求めに応じて専門的 ア 援助・助言の要請者
かつ効果的な援助・助言、及び情 障害者支援施設 ７６件
報提供を行う。 都道府県 ３件

なお、専門的かつ効果的な援助 市町村 ２件
・助言及び情報提供とするため、 相談機関 ９件
調査・研究の成果についても積極 その他 １件
的に活用して実施する。 計９１件

イ 対応方法
意見交換（来訪による） ２１件
職員を派遣 ６件
資料の提供 ４８件
口頭説明（電話等） １６件

計９１件

ウ 主な援助・助言の内容等
制度（自立支援法以外に関して） ２件
自立支援法に関して ４８件
事業運営に関して ６１件
支援の方法に関して １２件
健康・医療に関して ３件
講演・講師派遣に関して ７件
その他 ４件

計１３７件
（複数の要請、内容に重複があるため）

なお、これ以外に、福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援事業
（罪を犯した知的障害者への支援事業）を実施する中で、関係専門機関、弁護士等からの援
助・助言に類する「相談支援」として、２５件の対応を行った。

ア 「相談支援」の要請者
障害者相談センター ４件
児童相談所 ５件
精神医療センター ２件
障害者支援施設 ６件
保護観察所 ６件
弁護士 １件
福祉系大学 １件

２５件

イ 主な「相談支援」の内容等
刑務所・少年院からの地域生活移行の方法
仮釈放、執行猶予の場合の移行先の確保 ほか
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評価の視点等 【評価項目１３ 援助・助言】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

援助・助言について、その内容の周知に積極的に取組んだほか、実施件数に （委員会としての評定理由）
ついても、平成１９年度と同数程度の実績を上げた。 援助・助言の利用拡大を図るため、援助・助言の内容、利用

方法について、ニュースレターに掲載するとともに、新たにリ
ーフレットを作成し、全国の関係機関、知的障害関係施設等に

［評価の視点］ 配布するなど、広報に努めたものと認められるが、平成２０年
・ 援助・助言の実施件数はどうなっているか。 実績：○ 度における実績は、例年どおりの件数に留まった。全国の知的

・ 平成２０年度の援助・助言の実施件数は、障害者支援施設７６件（うち新 障害関係施設等にとって、平成２３年度末に迫る障害者自立支
体系移行前施設５２件）を含む９１件（実件数）となった。 援法に定める事業体系への移行期限や、国の障害福祉施策の動

なお、上記に含まれていないが、「福祉の支援を必要とする矯正施設等を 向への対応、発達障害や行動障害等への支援など様々な課題等
退所した知的障害者への支援事業」の一環として行った援助・助言に類する を抱えており、今後、援助・助言の必要性はさらに高まるもの
「相談支援」が２５件あった。 と予想される。こうした潜在的なニーズを掘り起こすためにも、

（業務実績「（２）援助・助言の提供」Ｐ３４参照） さらに広報の充実に努めるとともに、必要とされる援助・助言
の内容を具体的に提示すること等により、一層の利用拡大を図
られたい

・ 障害者支援施設等の求めに応じて、丁寧かつきめ細やかに対応した援助・助 実績：○
言を行っているか。 ・ 援助・助言の提供に当たっては、新体系に移行する際の取組や移行後の状

況等の意見交換を行ったほか、職員を派遣するなど、援助・助言の要請者の （各委員の評定理由）
希望に沿った効果的な方法を選択して実施した。 ・ 件数は多くはないが、その内容や効果があったのかなどの記

（業務実績「（２）」援助・助言の提供」Ｐ３４参照） 述がほしい。
・ 今後も継続して努力してほしい。
・ 自己評価のとおり。

・ 援助・助言の利用が促進されるような取組を行っているか。 実績：○ ・ 計画通り。
・ 援助・助言の拡大を図るため、国立のぞみの園の業務や、援助・助言の内 ・ ニュースレター等も活用しながら、援助・助言の利用拡大に
容、利用方法について、ニュースレターに掲載するとともに、新たにリーフ 向け、実施している。
レットを作成するなど、広報活動の充実を図った。 ・ 評価の視点の細目それぞれにつき、順調な取り組みがなされ

（業務実績「（１）援助・助言の利用拡大」Ｐ３４参照） ているため。
・ 障害者支援施設等の求めに応じて、援助・助言を前年より下
回るが９１件を実行している。

・ 一般に対する宣伝不足かもしれないが、相談件数の減少が気
になるので、今後積極的な情報提供にとり組まれたい。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

５ その他の業務 ５ その他の業務 ５ その他の業務 ５ その他の業務
前４事項に附帯する各種の業務を 前４事項に附帯する業務として、

行うこと。 主に次の業務を行う。

（１）診療所について、施設利用者の （１）診療所について （１）診療所による医療の提供
高齢化等に対応した適切な医療を ① 適切な医療の提供 ① 施設利用者に対する適切な医療の提供
行うとともに、地域の知的障害者 ア 診療所は、施設利用者のかか ア かかりつけ医としての対応
等に対しても診療を行う。 りつけ医として、施設利用者の ○ 施設利用者等の健康管理及び医療的ケアの必要な寮への訪問看護を行っている。

また、心理外来等の利用の拡大 高齢化等に対応した適切な医療
に努める。 を提供するほか、次の健診等を ○ 診療件数:平成２０年度 １９，６６４件

計画的に実施する。

＜外来患者数＞

利用者 一般 ※左の「医科」の再掲

15,654 1,755 利用者 一般
医 科

17,409件
臨 床 455 643

2,105 150 心 理
歯 科 1,098件

2,255件
( 362) (66)

17,759 1,905 機 能 5,271 77
計 訓 練

5,348件
19,664件

（注）機能訓練科の上段かっこ書は、保険診療分（医科の
内数）である。（※算定日数の上限を超えるリハビ
リについては、保険請求が不可となるため。）

＜入院患者数＞

延 べ 3,940人

1日平均 10.8人

a 施設利用者全員を対象に、 ○ 施設利用者に対して、定期的な健康診断やインフルエンザ予防接種等を行い、健康管理に
康診断を定期的に実施する。 努めた。

・健康診断の充実（平成２０年度より生活習慣病予防に着目した健診内容に変更）
b 女性の施設利用者を対象 ・胸部Ｘ線健診の実施

に、子宮がん検診を実施す ・子宮がん検診の実施
るほか、対象年齢に該当す ・乳がん検診の実施（４０歳以上偶数年齢の女子利用者に対して、視触診またはマンモ
る者に対して、乳がん検診 グラフィーによる検診を実施）
を実施する。 ・インフルエンザ予防接種の実施（禁忌を除く）

c 施設利用者全員（禁忌を除 ○ 大学に所属する専門家を招聘し定期的にシーティング指導を受けた。個々のケースに応じ、
く）に対して、インフルエ 身体状況と生活環境を評価し、個々の状況に合った椅子・車椅子・クッション等を選択する
ンザ予防接種を実施する。 などの指導を受けた。適正な坐位姿勢を保持することにより、座っていることから生じるお

尻や腰などの痛みの緩和、褥瘡の予防と改善、不良姿勢から生じる誤嚥の予防が図れた。
・計６回 延べ３５名について指導

イ 行動障害等の著しく支援が困 イ 行動障害等の著しく支援が困難な者等に対する対応
難な者に対する支援や、罪を犯 行動障害等が著しく支援が困難な施設利用者については、精神科医師と臨床心理士が連携
した知的障害者の支援などの新 して対応し、ケースカンファレンス等にも参加するなど助言指導を行った。また、福祉の支
たな課題に対応するため、診療 援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者（罪を犯した知的障害者）についても、精
所の機能の充実を図る。 神科医師と臨床心理士が相互に連携しながら薬物療法やカウンセリングを併用して効果的な

支援を図った。



38

中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

② 地域医療への貢献 ② 地域医療への貢献
地域医療への貢献を図る観点か ○ 地域の知的障害者（児）及び家族等に対して外来診療を実施した。

ら、施設利用者への診療に支障の
ない範囲内で、地域の知的障害者 ＜地域の知的障害者等が利用できる診療科目＞
等に対する診療に積極的に取り組 内科外来、精神科外来、整形外科外来、皮膚科外来、歯科外来
む。 心理相談（外来）、リハビリ外来

○ ホームページに「知的障害、自閉症、広汎性発達障害などコミュニケーションに障害のあ
る患者の診療又は相談を行う医療機関リスト（群馬県医師会、病院協会作成版）」を掲載し、
地域の障害者が医療機関を受診する場合の参考となるよう、随時更新するなど新しい情報の
提供に努めた。

○ 地域の大学、医療・福祉関係者、保護者等から構成され、地域の障害者が医療を受けやす
い環境づくりの具体策を検討する「群馬県知的障害者の医療を考える会」について、４年間
の活動実績を冊子としてまとめ、公表した。

③ 心理外来等の利用拡大 ③ 心理外来の利用拡大
地域の期待の大きい心理外来、 ○ 心理外来は、群馬県内及び関東近辺の都県からの利用があるなど、広域に亘り利用があっ

心理外来学習会等について、広報 た。
の充実を図り、利用拡大に努める また、群馬県内の養護学校や児童相談所等の関係機関や見学者にパンフレットを配布する
とともに、関係機関と連携しその 等により、利用拡大に努め、平成２０年度は３２名の新規利用者があった。
充実を図る。 また、外来診療の利用者の所属する学校の教諭等からの心理教育相談を受けるとともに、

群馬県の相談支援員のコーディネートによるケースカンファレンスに参加し、情報を共有化
し包括的な支援が可能となるよう連携を図った。

（２）地域の障害者支援の拠点として、 （２）地域の障害者支援の充実 （２）地域の障害者支援の充実
中核的な役割を担うとともに、 ① 高崎市自立支援協議会における ① 地域の障害者の暮らしやすい環境づくりに向けた活動

地域の障害者等に対する相談や短 活動 ○ 高崎市から委託された障害者相談支援センターとして、高崎市自立支援協議会に参加し、
期入所、日中一時支援等の地域生 高崎市自立支援協議会に参加し、 地域の障害者サービス全般に関する相談、福祉サービスの情報提供、サービス利用計画の作
活を支援するサービスを実施する。 地域の障害者の暮らしやすい環境 成、福祉サービス事業者との連絡調整を積極的に行った。

づくりに向けた活動を積極的に行
う。

② 地域の障害者に対する生活支援 ② 在宅の知的障害者に対する支援の実施
地域の障害者等を対象として、 ○ 地域の障害者等に対して福祉サービスの利用援助として、情報提供や相談支援を行うとと

相談支援や短期入所を提供すると もに、短期入所や日中一時支援の利用希望に対して、積極的に対応した。
ともに、日中一時支援等の地域生
活支援事業を実施する。 ＜相談支援の状況＞

また、地域の知的障害者の自立 サービス利用に関する相談、生活相談等（本人又は家族） ６２件
を支援するため、平成２０年度か 国立のぞみの園の利用相談（本人又は家族、地方自治体） ２０件
ら自立に向けた生活体験等を提供
する事業を実施する。 ＜短期入所、日中一時支援の利用状況＞

短期入所登録者数 ３４人、このうち、リピーター１２～１３人
日中一時支援の登録者数は１９人、このうち、リピーター ２～ ３人

○ 「地域生活支援センター準備室・みらい」を平成２０年４月１日に高崎市内に設置し、の
ぞみの園が運営する３カ所のケアホームの運営と重度・高齢者の生活支援を実施した。

○ 知的障害者地域余暇支援事業「フリースペースみらい」を当法人独自事業として平成２０
年６月より開設し、グループホームやケアホームの入居者を中心に余暇の時間に気軽に利用
できる場として土日を含む毎日開所した。１７人が登録し、平日を中心に５～６人が利用し
た。

○ 知的障害者自立生活体験学習事業「トレーニングルームみらい」を当法人独自事業として
平成２０年６月より開設し、宿泊体験を実施することで自立に向けた体験学習を実施した。

４人が登録し、述べ１８人が利用し、９回実施した。
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評価の視点等 【評価項目１４ その他の業務】 自己評価 Ａ 評 定 Ｂ

附帯業務として、診療所による医療の提供を引き続き行うとともに、地域の （委員会としての評定理由）
知的障害者（児）に対する地域生活支援として、診療所を含めた様々な取組や 診療所については、適切な診療スタッフと設備等を確保し、
障害福祉サービスを提供した。特に、障害者の地域医療のモデルとなる取組を 施設利用者の高齢化等を踏まえた医療を提供している。また、
継続して行ったほか、法人独自事業として、新たに余暇活動支援及び宿泊体験 心理外来の利用拡大を図るなど、地域医療に対する貢献につい
事業を実施しており、その内容が全国のモデルとなる取組として、計画以上の ても積極的に対応している。
成果を上げた。 今後、施設利用者が高齢化・重度化する中で、知的障害者に

対し医療を提供する環境が未だ十分ではない状況においては、
診療所が果たすべき役割は依然として大きく、地域医療への貢

［評価の視点］ 献の観点からも、専門職の配置など一層の機能の充実を図って
・ 診療所においては、必要な医療スタッフや設備が確保されるなど、施設利用 実績：○ いくことが重要である。一方で、診療収入については、努力は
者の高齢等の状況に合わせた医療が提供されているか。 ・ 平成２０年度においても、国の基準を上回る診療スタッフと設備等を確保 認められるもののその実績は伸びておらず、当委員会でこれま
また、地域医療への貢献の観点から、地域の知的障害者等に対してどのような し、引き続き施設利用者の健康管理に努め、必要な健康診断やインフルエン で度々指摘した「効率的な業務運営」に向けた取組が十分に行
取組を行っているか。 ザ予防接種、高齢化等に対応したシーティング指導等を確実に実施した。ま われているものとは言えない状況にある。診療所は、福祉施設

た、医療的ケアが必要な施設利用者に対して、診療所による医療を提供し、 の診療所として施設利用者に対する保健指導を行うなど、一般
約１８，０００件の診療を提供した。 病院とは異なる業務を行うための職員の確保も行っており、単

地域医療への貢献については、外来診療を実施したほか、地域の医療機関 体として経営状況を黒字化することは非常に困難であるものと
情報を提供するなど、地域の知的障害者（児）が医療を受けやすい環境づく 認識しているが、今後、診療業務経費とそれ以外の業務経費を
りに努力した。 明らかにするなど業務運営の状況を分析し、その要因を把握す

なお、当法人が事務局となり、知的障害者（児）に対する医療に関する地 るとともに、保健指導等の独自の取組を含めた施設利用者への
域モデルとなる取組を進めた「群馬県知的障害者の医療を考える会」の平成 対応や、地域医療への貢献の観点から、診療所のあり方につい
１６年度から１９年度の４年間の活動実績をまとめた冊子を公表した。 てさらに議論を深めていくことを望むものである。

（業務実績「（１）診療所による医療の提供」Ｐ３６～３７参照） また、地域の障害者支援の充実については、地域の障害者を
対象とした短期入所や日中一時支援事業等の障害福祉サービス
を実施したほか、平成２０年度から地域の障害者の生活を総合
的に支援する地域生活支援センター事業を開始するなど、地域

・ 地域の障害者及び家族に対して相談や、短期利用等の提供、生活体験事業や 実績：○ の障害者に対する多様なサービスの提供に努めた。このうち、
共同生活介護事業などの地域生活を支援するサービスの充実に取り組んでいる ・ 高崎市から委託された障害者相談支援センターとして、地域の障害者及び この事業のサービスのひとつとして、平成２０年６月からケア
か。 家族に対して、障害者サービス全般に関する相談支援を実施した。 ホームを含む在宅の知的障害者を対象に、生活力の向上と自立

また、地域の障害者等の利用希望に応じて、短期入所や日中一時支援を提 心を高めるための事業（土日を含めて余暇活動を支援する事業、
供したほか、２０年６月より新たに法人独自事業として、余暇活動や宿泊体 在宅の知的障害者の宿泊体験等を実施する事業）に取り組んで
験を実施する２つの事業を開始した。 おり、のぞみの園が運営するケアホームに入居した者に対して

（業務実績「（２）地域の障害者支援の充実」Ｐ３７参照） は、このような仕組の中で日中活動を含めて生活支援を提供し、
地域生活の定着を図るなど、工夫して効果的な取組を進めたも
のと認められる。

（各委員の評定理由）
・ 医療に関する業務が「その他」に該当するのか？診療所のあ
り方については、どこまでが赤字の許容範囲なのか明らかにす
る必要があろう。

・ 心理外来の増加は評価できる。「みらい」も評価できる。
診療所の今後のあり方をしっかりと検討してほしい。今後は小
児科、児童精神科の増加が望まれる。

・ 診療所について利用が促進したとは考えられない。開設当初
からの問題点が解消されていない。医師の配置については、充
分であるため、地域住民の利用の促進（たとえばＭＲＩの脳ド
ック、健診利用など）を図るための具体案を検討していただき
たい。

・ 診療所も含めもう少し詳細な分析を。
・ 入所者及び地域一般の障害者への診療、相談支援の実施。法
人独自事業としての地域生活支援センター事業の取り組み（フ
リースペース、トレーニングルーム）。

・ 法人としてどういう機能を診療所に持たせようとしている
か、そのためどういう体制をとっているか等の概要を示してほ
しい。

・ 診療所業務、地域生活支援業務ともに、積極的な取り組み実
績であると評価できるため。

・ 診療所の収入及び外来診療件数は減少している。地域への障
害者支援は積極的に評するレベルではないが対応している。

・ 訪問看護の実施や精神科医と臨床心理士の協働、心理外来な
ど施設利用者にとどまらず、地域にもサービス提供を行う活動
は、今後とも発展されることを希望します。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

６ 前５事項で提供するサービスに対 ６ サービス提供等に関する第三者か ６ サービス提供等に関する第三者か ６ サービス提供等に関する第三者から意見等を聴取する機会の確保
する第三者から意見等を聴取する場 ら意見等を聴取する機会の確保 ら意見等を聴取する機会の確保
の確保 国立のぞみの園の業務運営の向上
適切なサービスの提供と業務運営 を図るため、第三者から意見等を聴

の向上を図るため、第三者から意見 取する機会の確保を図るとともに、
等を聴取する機会を確保するととも 福祉サービスに係る第三者評価機関
に、第三者評価機関による福祉サー による定期的な評価を実施する。
ビスの評価を実施すること。 また、その評価結果等の公表を図
また、その評価結果等を公表し、 るとともに、国立のぞみの園の事業

事業運営への反映に努めること。 運営に反映させるよう努める。

（１）第三者から意見等を聴取する場 （１）「国立のぞみの園の業務運営の向 （１）「国立のぞみの園の業務運営の向上を図るための運営懇談会」の開催
の開催 上を図るための運営懇談会」の開 ○ 平成２０年９月末に第１回運営懇談会を開催し、平成２０年１０月以降の事業計画に対し、

総合施設の運営や調査・研究、 催 意見等を聴取し、その後の事業実施の参考としたほか、２１年３月には、２回目を開催し、
養成・研修等の業務全般に関する 有識者、行政担当者、地域代表、 平成２０年度の事業実施報告と平成２１年度の事業計画の説明を行い、意見等を受け事業計
第三者の意見等を事業運営に反映 保護者等から構成される運営懇談 画に適切に反映させた。なお、議論の要旨について、ホームページに掲載し公表した。
させるため、有識者、行政担当者、 会を年間１回以上開催し、総合施
地域代表、保護者等から構成され 設の運営、調査・研究、養成・研 ・国立のぞみの園運営懇談会の開催状況
る会合を原則年１回以上開催する。 修、援助・助言等の国立のぞみの 第１回 平成２０年９月２９日開催（第１期中期目標期間における事業実績）

園運営業務全般に関する意見等を ２０年度の事業計画
（２）第三者評価機関による評価 聴取するとともに、その内容を公 ・地域生活支援への取組

第三者評価機関による評価につ 表し、事業運営に反映させる。 ・福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援実施計画
いて、概ね３年に１回実施する。 第２回 平成２１年３月１８日開催（２０年度の事業実施報告）

２１年度の事業計画
・生活寮の再編計画
・日中活動の充実に関する計画
・福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者への支援実施計画

評価の視点等 【評価項目１５ サービス提供等に関する第三者から意見等を 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ
聴取する機会の確保】

第三者から意見等を聴取する機会として、「国立のぞみの園運営懇談会」を （委員会としての評定理由）
平成２０年度中に２回開催し、事業運営への反映に努めた。 地域の福祉、医療、司法、労働等の関係者や、行政担当者、

地域代表、保護者等から構成する「国立のぞみの園運営懇談会」
［数値目標］ を設置し、平成２０年度においては、半年毎に２回開催した。

・総合施設の運営や調査・研究、養成・研修等の業務全般に関する第三者の意見 ・ 地域の福祉、医療、司法、労働等の関係者や、行政担当者、地域代表、保 この懇談会の議題のひとつとして、のぞみの園の新しい課題で
等を事業運営に反映させるため、有識者、行政担当者、地域代表、保護者等か 護者等の多様なメンバーから構成される「国立のぞみの園運営懇談会」を平 ある福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した知的障害者
ら構成される会合を原則年１回以上開催する。 成２０年９月に設置し、２０年度中に２回開催した。 への支援に関することを取り上げ、事業の推進に向けて地域の

（業務実績「（１）国立のぞみの園の業務運営の向上を図るための運営懇談 関係者の意見の聴取と理解を得るなどの取組を行っており、概
会」の開催」Ｐ３９参照） ねその設置目的に沿って運営されたものと認められる。

・第三者評価機関による評価について、概ね３年に１回実施する。 ・ 前回は平成１８年度に実施しており、２０年度は実施年度に該当しなかっ
た。 （各委員の評定理由）

・ ２回の会議が持たれただけである。確たることは言えないが、
第三者からの意見が経営にどう反映されたのか経営説明がほし

［評価の視点］ い。
・ 適切なサービス提供と業務運営の向上を図るため、第三者の意見等を聴取す 実績：○ ・ 自己評価のとおり。
る機会の開催状況はどうか。 ・ 第三者の意見等を聴取する機会として、「国立のぞみの園運営懇談会」を ・ 十分に行われているのではないか。

平成２０年９月に第１回目を開催した。また、第２回目として、年度末（２ ・ 計画通り。
１年３月）に開催した。 ・ 順調な取り組みがなされているため。
（業務実績「（１）国立のぞみの園の業務運営の向上を図るための運営懇談 ・ 第三者の意見を事業計画等に反映させるため、「国立のぞみの
会」の開催」Ｐ３９参照） 園運営懇談会」を設置し、２回開催している。

・ 意見を聴取する機会は作っておられるが、その成果について
・ その場で出された意見等について、どのようにサービスや業務運営に反映さ 実績：○ はまだ十分明らかではないので、今後の報告を待ちたい。
れているか。また、その結果について公表しているか。 ・ 第１回目の運営懇談会においては、平成２０年１０月から福祉の支援を必

要とする矯正施設等を退所した知的障害者（罪を犯した知的障害者）を受入
れる計画であったため、その事業計画を中心に議論した。第２回目において
は、平成２１年度に予定する生活寮の再編や日中活動の充実に関する事業計
画について、議論を行っており、こうした取組に対する理解と協力への意識
が深まった。
なお、これらの議論の要旨については、ホームページに掲載し公表した。

（業務実績「（１）国立のぞみの園の業務運営の向上を図るための運営懇談
会」の開催」Ｐ３９参照）



41

中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算（人件費の見積りを含む）、 第３ 予算（人件費の見積りを含む）、 第３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画
通則法第２９条第２項第４号の財務 収支計画及び資金計画 収支計画及び資金計画
内容の改善に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 自己収入の増加に努めることによ １ 自己収入の比率
り、中期目標期間中において、総事 ○ 平成２０年度における総事業費（退職手当を除く）に占める自己収入の比率は、４１．７％と
業費（定年退職者に係る退職手当を なった。
除く。）に占める自己収入の比率を、 ・２０年度総事業費（退職手当を除く） ３，８１８百万円
４０％以上にすること。 自己収入の額 １，５９２百万円（４１．７％）

２ 経費の節減を見込んだ予算による １ 予算 １ 予算 ２ 予算、収支計画及び資金計画
業務運営の実施 別紙１のとおり 別紙１のとおり ○ 厚生労働省の平成２０年度障害者保健福祉推進事業（障害者自立支援調査研究プロジェクト）
「第２ 業務運営の効率化に関す の補助協議に応募し、「行動援護従業者養成研修プログラムの全国的な普及と行動援護サービスの

る事項」で定めた事項に配慮した中 ２ 収支計画 ２ 収支計画 標準化に関する調査・研究」と「罪を犯した知的障害者の自立に向けた効果的な支援体制と必要
期計画の予算を作成し、当該予算内 別紙２のとおり 別紙２のとおり な機能に関する調査・研究」について補助採択された。これにより、国庫補助金（４２，２００
で健全な運営を行うこと。 千円）を受け入れ、２０年度の収入及び支出に計上した。

３ 資金計画 ３ 資金計画 なお、上記補助金を２０年度の実施計画等に計上するにあたり「第３ 予算（人件費の見積も
別紙３のとおり 別紙３のとおり りを含む）、収支計画及び資金計画」のうち、「１ 予算」、「３ 資金計画」の変更を行うととも

に、独立行政法人通則法第３１条第１項後段の規定に基づき、厚生労働大臣あて２０年度の変更
を行った。

第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額

１ 限度額 １ 限度額 ○ 平成２０年度は、資金不足や偶発的な出費が発生しなかったことから、該当なし。
４５０，０００，０００円 ４５０，０００，０００円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

（１）運営費交付金の受入れの遅延等 （１）運営費交付金の受入れの遅延等
による資金の不足に対応するため。 による資金の不足に対応するため。

（２）予定外の退職者の発生に伴う
（２）予定外の退職者の発生に伴う退 退職手当の支給等、偶発的な出

職手当の支給等、偶発的な出費に 費に対応するため。
対応するため。

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に 第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に 第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
供しようとするときは、その計画 供しようとするときは、その計画

○ 該当なし。
なし なし

第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途
１ 職員の資質の向上のための学会、 １ 職員の資質の向上のための学会、
研修会等への参加及び外部の関係機 研修会等への参加及び外部の関係機 ○ 平成２０年度は、剰余金は発生しなかったことから、該当なし。
関との人事交流 関との人事交流

２ 施設・設備及び備品の補修、整備 ２ 施設・設備及び備品の補修、整備
並びに備品の購入 並びに備品の購入

３ 施設利用者の個別支援計画の適切 ３ 施設利用者の個別支援計画の適切
な運用や地域における支援体制づく な運用や地域における支援体制づく
りなどの地域移行の取組み りなどの地域移行の取組に係る費用

４ 退職手当（依願退職等）への充当 ４ 退職手当（依願退職等）への充当
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評価の視点等 【評価項目１６ 予算、収支計画及び資金計画等】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

平成２０年度においては、中期目標を達成するために作成した予算の範囲内 （委員会としての評定理由）
で執行し、計画どおり実施した。 平成２０年度における総事業費に対する運営費交付金以外の

収入（自己収入）の比率は、４１．７％となっており、第２期
［数値目標］ 中期目標に定める「４０％以上」を超え、概ね計画どおり進展

・自己収入の増加に努めることにより、中期目標期間中において、総事業費（定 ・ 平成２０年度における総事業費（定年退職者に係る退職手当を除く。）に している。
年退職者に係る退職手当を除く。）に占める自己収入の比率を、４０％以上にす 占める自己収入の比率は、４１．７％となった。
ること。 （業務実績「１ 自己収入の比率」Ｐ４０参照）

（各委員の評定理由）
・ 止むを得ないことだが、タイトな計画を遂行することが高い

評価につながるもので、それが職員のモラルにどう反映するの
［評価の視点］ か。配慮しながら進められたい。

実績：○ ・ 達成できている。
・ 総事業費（定年退職者に係る退職手当を除く。）に占める自己収入の比率は、 ・ 平成２０年度における総事業費（定年退職者に係る退職手当を除く。）に ・ 自己評価のとおり。
どうなっているか。 占める自己収入の比率は、４１．７％となった。 ・ 目標を達成。

（業務実績「１ 自己収入の比率」Ｐ４０参照） ・ 計画通り。
・ 福祉という分野で、自己収入を４０％以上にすることは困難。
それを達成していることは評価できる。

・ 運営費交付金を充当して行う事業については、中期目標に基づく予算を作成 実績：○ ・ 数値目標を達成し、その他順調な執行であると評価できるた
・ 平成２０年度の予算については、中期目標に定める①一般管理費及び事業 め。

し、当該予算の範囲内で予算を執行しているか。 費等の経費（運営費交付金を充当するもの（定年退職者に係る退職手当に相 ・ 自己収入比率は目標の４０％以上を４１．７％とクリアして
当する経費を除く））について、中期目標期間の 終年度（２４年度）の額 いる。
を、前中期目標期間の 終年度（１９年度）と比べて２３％以上削減、②総 ・ 自己収入の比率については目標達成ができている。自己評価
事業費（定年退職者に係る退職手当を除く。）に占める自己収入の比率を４ がＢであるということは、今後さらに改善を目指すという意味
０％以上を達成することを目標に予算を作成し、予算の範囲内で執行した。 と解釈できるので、一層努力されることを希望する。
（業務実績「第３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画」

Ｐ４０参照）

・ 予算、収支計画及び資金計画について、各費目に関して計画と実績の差異が 実績：○
・ 平成２０年度においても、予算に従ってセグメントごとの収支計画を作成

ある場合には、その発生理由が明らかになっており、合理的なものであるか。 した。収支計画に従って、事業を執行し、その際の運営費交付金債務の収益
（政・独委評価の視点事項と同様） 化については、費用進行基準を採用した。

収入面では、単価改定により介護給付費・訓練等給付費収入が予算と比較
し増額となるなど、予算額よりも事業収入が増額となった。また、支出面に
おいては、常勤職員数の削減等による人件費総額の縮減や業務物件費の節約
に努めた結果、借入金等の発生はなく予算執行上問題がなかった
（業務実績「第３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画」

ほかＰ４０参照））

・ 運営費交付金が全額収益化されずに債務として残された場合には、その発生 実績：○
理由が明らかになっており、それが合理的なものであるか。 ・ 平成２０年度においては、収益化を予定していた運営費交付金２，５９５

百万円のうち、２７３百万円を収益化する必要がなくなったことから、２１
（政・独委評価の視点事項と同様） 年度への運営費交付金債務として繰り越したが、これは、常勤職員数の削減

等による人件費総額を縮減したことによるものである。
（業務実績「第３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画」

Ｐ４０参照）
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

第５ その他業務運営に関する重要事項 第７ その他主務省令で定める業務運営 第７ その他主務省令で定める業務運営 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項
通則法第２９条第２項第５号のそ に関する事項 に関する事項

の他業務運営に関する重要事項は、
次のとおりとする。 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画

（１）方針 （１）方針
１ 施設整備や改修等については、適 施設利用者の減少等を踏まえ、 施設利用者の減少等を踏まえ、
切な支援サービスの確保に留意しつ 業務運営の効率化を図りつつ、人 業務運営の効率化を図りつつ、人
つ、施設利用の状況、社会経済情勢 員の適切な配置等に努める。 員の適切な配置等に努める。
を踏まえ、その必要性や経費の水準
等について十分に精査すること。 （２）人員に係る指標 （２）人員に係る指標 平成２０年度末常勤職員数 ２５６人

期末（２４年度末）の常勤職員 常勤職員数について、平成２０
数を期首（２０年度当初）の８０ 年度当初及び年度末の見込みを次 人件費総額 ２，３３５百万円
％とする。 のとおりとする。

（参考１） （参考１）
職員の数 職員の数
期首の常勤職員数 ２７９名 年度当初の常勤職員数 ２７９名

期末の常勤職員数の見込み 年度末の常勤職員数の見込み
２２３名 ２７０名

（参考２）
人件費総額

（参考２） 平成２０年度の人件費総額見込み
中期目標期間の人件費総額 ２，５８２百万円

中期目標期間中の人件費総額見込み

１１，５８１百万円

評価の視点等 【評価項目１７ 人事に関する計画】 自己評価 Ａ 評 定 Ａ

常勤職員数の削減について計画数を大きく下回るなど、平成２０年度におけ （委員会としての評定理由）
る人事に関する計画は、計画以上の成果を上げた。 職員の採用等の人事に関する計画については、平成２０年度

期首に対する人員の削減目標（△５名）に対し実績で１９名を
削減するなど目標を大きく超えて達成するとともに、人件費総

［評価の視点］ 額についても、削減目標の額よりもさらに約２．５億円を縮減
実績：○ しており、意欲的に取り組んでいることを評価する。引き続き、
・ 平成２０年度末の常勤職員数は、２５６人であり、２０年度の人事に関す 施設利用者のサービスの質の確保、職員の士気の維持等にも配

・ 人事に関する計画は実施されているか。 る計画における見込み数（２７０人）を大幅に下回り達成した。 慮しながら、目標達成に向けてその取組を進めることを希望す
また、人件費についても、人事に関する計画見込み額２，５８２百万円に る。

対して、２，３３５百万円の実績であった。
（業務実績「１ 人事に関する計画」Ｐ４２参照） （各委員の評定理由）

・ 止むを得ないことだが、タイトな計画を遂行することが高い
評価につながるもので、それが職員のモラルにどう反映するの
か。配慮しながら進められたい。

・ 達成できていると思うが利用者減少に伴うものでもあるので、
Ａと言えるのかは疑問であるが。

・ 自己評価のとおり。
・ 参与もうまく非常勤としてとり入れている。
・ 予定通り実施されている。人事評価の適正な運用による採用
を計画的にする必要があるが、効率的に進められている。

・ 難しい人事面の目標を達成した。
・ 人員数及び人件費金額双方につき、計画以上の削減を行った
と評価できるため。

・ 職員数の年度目標を達成し、人件費総額は約２．５億円削減
している。

・ 人員削減に関する目標は十分達成されているが、委員の意見
でもあったように、サービス低下にならないよう努力されたい。
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中 期 目 標（第２期） 中 期 計 画（第２期） 平 成 ２０ 年 度 計 画 平 成 ２０ 年 度 の 業 務 の 実 績

２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画
○ 平成２０年度第２次補正予算において、消防法施行令改正に伴うスプリンクラー設置工事（９

施設・設備 予定額 施設・設備 予定額 か所）及び特定寮のバリアフリー化等改修工事に係る予算が計上されたことに伴い、２０年度の
の内容 （単位：百 財 源 の内容 （単位：百 財 源 施設整備費として計上したが、その実施が年度内に完了することが期し難いため、補正予算計上

万円） 万円） 分については、翌事業年度へ予算の繰越手続きを行った。
なお、上記補助金を平成２０年度の実施計画等に計上するにあたり「第７ その他主務省令で

スプリンク 20年度 スプリンク 20年度 定める業務運営に関する事項」のうち、「２ 施設・設備に関する計画」及び「第３ 予算（人件
ラー設置工 ９０ ラー設置工 ９０ 費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画」のうち、「１ 予算」、「３ 資金計画」の変更を
事 施設整備費 事 施設整備費 行うとともに、中期計画・年度計画の変更手続きを行った。

スプリンク 20年度施設 スプリンク 20年度施設 （１）平成２０年度施設整備（スプリンクラー設置工事）に係る経緯
ラー設置工 １０７ 整備費補助 ラー設置工 １０７ 整備費補助 ① 入札公告日 ２０年 ９月 ８日
事及び特定 金（第２次 事及び特定 金（第２次 ② 入札日 ２０年 ９月２５日
寮のバリア 補正） 寮のバリア 補正） ③ 施工日 ２０年 ９月２６日
フリー化等 フリー化等 ④ 竣工日 ２１年 ２月２６日
改修工事 改修工事

（※）厚生労働省からの交付決定日 平成２０年８月１９日

（２）スプリンクラー設備設置
・ 生活寮１９か寮のうち１０か寮に設置

３ 積立金処分に関する事項 ３ 積立金処分に関する事項 ３ 積立金処分に関する事項
○ 第１期中期目標期間からの積立金（７，４４１千円）については、平成２０年７月１０日付け

なし で国庫へ納付した。
なし

評価の視点等 【評価項目１８ 施設・設備に関する計画】 自己評価 Ｂ 評 定 Ｂ

平成２０年度における施設・設備に関する計画については、計画どおり実施 （委員会としての評定理由）
した。 施設・設備に関する計画については、計画どおり実施してい

るものと認められる。
［評価の視点］
・ 施設・設備に関する計画は実施されているか。 実績:○

・ スプリンクラー設置工事について、厚生労働省より補助を受けて実施した。（各委員の評定理由）
平成２０年９月末に入札を行い、工事業者を選定し、２１年２月末に竣工し ・ タイトな予算の中ではあるが、老朽化した建物が多く、慎重
た。 に進められたい。

なお、２０年度の第２次補正予算として計上された「スプリンクラー設置 ・ 自己評価のとおり。
工事及び特定寮のバリアフリー化等改修工事」については、その実施が年度 ・ 計画通り。
内に完了することが期しがたいため、２１年度への予算の繰越手続を行い、 ・ 順調な取り組みがなされているため。
２１年度に実施することになった。 ・ 平成２０年度計画に基づく工事を計画し、工事に着手してい

く段階である。
・ 施設・設備の老朽化という報告があったが、施設の統合や集
約化も含め、全体的な計画との整合性を示されたい。
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（参考１） 

財 務 状 況 

 

①当期総利益又は総損失  総利益（総損失）          ０億円 

②利益剰余金又は繰越欠損金 利益剰余金（繰越欠損金）      ０億円 

③運営費交付金債務      ２．７億円（執行率 ８９．５％） 

 

④運営費交付金の執行

率が９０％以下となっ

た理由 

平成２０年度における運営費交付金の額は２，５９５

百万円であり、うち、運営費交付金債務は２７３百万円

であったことから、運営費交付金の執行率は８９．５％

となったところである。 

主な理由としては、人件費支出の削減及び効率的な経

費の執行に努めたことに伴い、運営費交付金の収益化額

が計画を下回ったことによるものである。 
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（参考２） 

人 件 費 管 理 

 

①給与水準・総人件費の

状況 

○  自己収入の確保の途が限定される福祉施設を

運営している等のため、国の財政支出の割合が

高いが、常勤職員数の削減等により人件費支出

を抑制し、平成１９年度と比較して、人件費総

額を約１億円（１１５百万円）削減した。 

 

○   また、平成２０年度の給与水準については、

ラスパイレス指数が国家公務員に対して９８．

１、他の独立行政法人に対して９２．３となっ

ており、極めて低い水準となっている。 

 

②福利厚生費の見直し

状況 

当法人の予算において、職員のレクリエーショ

ンに関する経費は計上していない。 

また、レクリエーション経費以外の福利厚生費

については、主に職員の保健（健康診断等）に関

する経費を計上しているところである。 
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（参考３） 

契   約 

 

①契約に係る規程類、体

制の整備状況 

○ 契約方式等に係る会計規程等については、契約

の適正化を図るため、平成２０年度において必要

な見直しを行うとともに、その他の検討項目につ

いても平成２１年度中に改正を行うこととしてい

る。 

 【見直しの状況】 

 ・し意的な運用を排除するため、包括的随契条項

を削除（平成２０年１２月２６日改正済） 

・予定価格の作成・省略に関する規程等の整備（平

成２１年度改正予定） 

・総合評価方式や複数年度契約に関する規定の整

備（平成２１年度改正予定） 

○ 平成２０年度より、法人事務局内に、契約関係

も含めた審査体制の強化を図るため、監査担当の

ポストを新設し、１，０００千円以上の契約案件

については、決裁において内容等の審査を行って

いる。 

○ 競争入札の結果、一者応札となっている事例が

見受けられることから、平成２１年度中にのぞみ

の園における改善方策を策定し、一層の競争性確

保に努めることとしている。 

○ 契約に係る再委託の状況については、現在把握

していない状況であることから、平成２１年度中

に方針等を策定することとしている。 

②「随意契約見直し計

画」の実施・進捗状況 

○ 随意契約見直し計画を着実に遂行するため、随

意契約によることが真にやむを得ないものを除

き、一般競争入札等、競争性の高い契約方式へ移

行しているところである。これにより、平成２０

年度において１８件の一般競争入札等が実施でき

たところである。また、平成２０年度に実施した

競争入札については、競争性・透明性の確保に努

めるため、従来の指名競争方式から一般競争方式

へと移行を行ったところである。 
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○ 平成２０年度における随意契約の件数は３２件

で、金額は１．３億円であった。平成１９年度比

では、金額の増減はないものの、件数が２件増と

いう状況である。これは、平成２０年度において、

１件（医事業務委託契約）を競争入札に移行した

ところであるが、国の補助事業である障害者保健

福祉推進事業において委託先が限定されているも

の等があったことから、合計３件の随意契約が増

加したことにより、平成１９年度と比較し、２件

の増となったものである。 
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（参考３の２） 

 

Ⅰ 平成２０年度の実績【全体】 

 件数 金額 

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

競争入札 
18件 

(35.3%) 

2.5億円 

(64.1%) 

企画競争 
1件 

( 2.0%) 

0.1億円 

( 2.6%) 

随意契約 
32件 

(62.7%) 

1.3億円 

(33.3%) 

合 計 
51件 

( 100%) 

3.9億円 

( 100%) 

※ 随意契約については、予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第二号

から第七号までの金額を超えないもの）を除く。 

 

 

 

Ⅱ 平成２０年度の実績【同一所管法人等】 

 件数 金額 

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

競争入札 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

企画競争 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

随意契約 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

合 計 
0件 

( 100%) 

0億円 

( 100%) 

※ 随意契約については、予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第二号

から第七号までの金額を超えないもの）を除く。 
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Ⅲ 平成２０年度の実績【同一所管法人等以外の者】 

 件数 金額 

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

競争入札 
14件 

( 29.8%) 

2.2億円 

( 61.1%) 

企画競争 
1件 

(  2.1%) 

0.1億円 

(  2.8%) 

随意契約 
32件 

( 68.1%) 

1.3億円 

( 36.1%) 

合 計 
47件 

( 100%) 

3.6億円 

( 100%) 

※ 随意契約については、予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第二号

から第七号までの金額を超えないもの）を除く。 

 

 

Ⅳ 平成２０年度の実績【関連法人】 

 件数 金額 

一 
般 
競 
争 
入 
札 
等 

競争入札 
4件 

( 100%) 

0.3億円 

( 100%) 

企画競争 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

随意契約 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

合 計 
4件 

( 100%) 

0.3億円 

( 100%) 

※ 随意契約については、予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第二号

から第七号までの金額を超えないもの）を除く。 
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（参考４） 

内 部 統 制 

 

①内部統制に係る取組

状況 

○  法人として、内部統制の向上・ガバナンスの強

化を図るため、平成２０年１２月に役職員で構成

する「内部統制向上検討委員会」を設置し、基本

方針と今後の取組の方向性の整理を行い、報告書

として取りまとめた。 

 

○  法人の今後の取組方針として、法人に相応しい

内部統制の仕組を構築することとし、最優先課題

として、業務の有効性・効率性に影響を与える恐

れのある「阻害要因（リスク）」の適正管理に取

り組むこととした。こうしたリスク管理について

は、平成２１年度を目途にその仕組の確立を図る

こととしている。 

 

○  平成２０年度の年度計画上は、委員会を設置

し、今後の取組方針の取りまとめを行うことが目

標であったが、委員会における基本方針等の検討

と並行して、早期にリスク管理の仕組を確立する

ため、阻害要因（リスク）一覧の作成にも取り組

んだ。 

   この一覧作成は、会計監査法人の業務支援を受

けながら行っており、平成２１年度以降について

も、同様に専門家（会計監査法人）の意見等を 

  伺いながら、リスク管理の仕組の確立と内部統制

の向上に関する内容の充実を図っていくことと

している。  
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（参考５） 

関 連 法 人 

 

①関連法人への業務委

託や出資等の状況 

 平成２０年度においては、財団法人国立のぞみの

園協力会と４件（０．３億円）の業務について、契

約を締結したところであるが、業者選定にあたって

は、全て競争入札により決定しており、契約の適正

化が図られている。 

 なお、同財団法人国立のぞみの園協力会に対する

出資等は行っていない。 
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（参考６） 

業務改善のための役職員のイニシアティブ等 

 

①業務改善のための役

職員のイニシアティブ

等の取組状況 

○ 平成２０年度は、第２期中期目標・中期計画の

初年度であることから、役職員が一丸となって中

期目標の達成に向けて取り組むため、２０年４月

から職員説明会を開催するなど、中期目標等に定

める新しい課題や取組方針等の周知徹底を図っ

た。 

○ 健康で働きやすい職場を確保し、次世代育成支

援に取り組むなど、全職員がその能力を十分に発

揮できるよう雇用環境等を整備するため、平成２

０年４月に行動計画を策定した。 

 

○ 内部統制の仕組を本格的に導入するため、平成

２０年度において、内部統制向上検討委員会を設

置し、法人に相応しい内部統制の仕組の構築に向

けた検討を行った。 

 

○   法人の業務運営に対して、第三者の意見等を反

映させるため、福祉、医療、司法、労働の関係者

や、行政担当者、地域代表、有識者等から構成さ

れる「国立のぞみの園運営懇談会」を平成２０年

度中に２回開催し、様々な事業計画に対して意見

等を伺った。 

 

○   施設利用者に対するサービスに関する苦情、要

望等について、弁護士と監事が第三者委員として

受付し、解決に向けた助言等を行う仕組を整備し

ており、平成２１年３月に苦情等の受付状況に関

する報告会を開催した。 

 

○  調査・研究の成果について、国立のぞみの園研

究会議において、外部の有識者から意見等を伺

い、次年度以降の研究に反映させる仕組を設けて

おり、平成２０年度においても、２回開催した。  


